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我が国では，社会の課題として少子化・人口減少や高齢化，グローバル化の進展と国際的な

地位の低下，地球規模の問題，子供の貧困，格差の固定化と再生産，地域間格差，社会のつな

がりの希薄化など，継続的に掲げられています。また，AI,ビッグデータ，IoT，ロボティクス

等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れられたSociety5.0時代が到来し

つつあり，社会の在り方そのものが劇的に変わる状況が生じつつあります。 

 

教育に関しても，新型コロナウイルス感染症の感染拡大と国際情勢の不安定化という予測困

難な時代の象徴ともいうべき事態が生じ，教育の課題が浮き彫りになるとともに，学びの変容

がもたらされました。このような中，本町においても，確かな学力の定着，いじめ・不登校対

策，特別支援教育の充実，学校における働き方改革，教職員の確保と資質向上，AI,IoTなどの

技術革新に対応した教育，家計における教育費負担の軽減など，多くの取り組むべき課題があ

ります。 

 

国は，令和５年６月に新たな教育振興基本計画を閣議決定し，教育基本法を普遍的な使命と

しつつ，新たな時代の要請をとりいれていく「不易流行」の考え方を基調とし，令和22年

（2040年）以降の社会を見据えた教育施策の在り方を示しました。 

 

本町においても，町の計画の最終年度を迎え，社会情勢の変化に対応するとともに，国や県

の第４期計画の内容を参酌し，これまでの計画の各施策の実施状況や数値目標の達成状況を踏

まえながら，ここに令和７年度からの第４期「南大隅町教育振興基本計画」を策定しました。 

 

この計画では，基本目標に「夢や希望を実現し ともに未来を創る人づくり」を掲げ，

「知・徳・体の調和がとれ，主体的に考え行動する力を備え，未来の社会の創り手となる人

間」，「伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養い，互いに

認め，高め合い，生涯を通じて幸せや生きがいを感じながら意欲的に自己実現を目指す人間」

の育成を目指すことを示すとともに，その実現に向け今後５年間に取り組む施策を体系化いた

しました。 

 

今後，町教育委員会においては，この計画に基づき，学校，家庭，地域，企業や NPO法人等

との連携を図りながら，計画の着実な推進に努めてまいります。 

 令和７年６月 

 

南大隅町教育委員会  

 はじめに 
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１ 計画策定の趣旨 

  

南大隅町教育委員会は，教育基本法第 17条第２項の規定に基づき，本町の実情に応じた教育

振興のための施策に関する基本的な計画として，令和５年６月に策定された国の教育振興基本

計画や，令和６年２月に策定された「鹿児島県教育振興基本計画」を参酌し，これまで総合的

且つ計画的に施策に取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国は，令和５年６月に新たな教育振興基本計画を閣議決定しました。ここでは，令和22年

（2040年）以降の社会を展望したとき，教育こそが，社会をけん引する駆動力の中核を担う営

みであり，人間中心の社会を支えるシステムとなる時代が到来すると考えました。将来の予測

が困難な時代において，一人一人の豊かで幸せな人生と社会の持続的な発展を実現するために

教育の果たす役割はますます大きくなっているという認識の下，「持続可能な社会の創り手の

育成」「日本社会に根差したウェルビーイング（身体的・精神的・社会的に良い状態にあるこ

と，短期的な幸福のみならず生きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含む）の

向上」を総括的な基本方針として掲げ，目指すべき社会像の中での教育の在り方を示しまし

た。 

また，県では，デジタル化の進展などによって社会情勢が大きく変化し，これらへの対応が

重要になってきたことから，行政課題や挑戦すべきテーマを明確にし，今後の県のあるべき姿

や県政の進むべき基本的な方向性，戦略を示すために，「かごしま未来創造ビジョン」を令和

４年３月に改訂しました。 

町教育委員会においては，このような国や県の動向，現在の子供たちを取り巻く諸情勢，ま

た，町のこれまでの成果と課題を踏まえ，引き続き本町の実情に応じた教育政策を推進するた

め，令和７年度から令和11年度までの５年間に取り組むべき施策などについて示した「南大隅

町教育振興基本計画」を策定します。 

【教育基本法（平成 18年 12月 22日法律第 120号）】 

（教育振興基本計画） 

第十七条 政府は，教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，教育の

振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について，

基本的な計画を定め，これを国会に報告するとともに，公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は，前項の計画を参酌し，その地域の実情に応じ，当該地方公共団体にお

ける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 第１章 計画策定の趣旨 
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２ 計画の基本的な考え方 

 

 本計画は，本町の実情に応じた教育振興のための施策に関する基本的な計画として，今後５

年間に取り組むべき施策を体系化したものです。本計画の対象とする分野は，学校教育，社会

教育を中心とするものであり，主として町教育委員会所管事項に関する内容です。 

 

 

 

 

 

１ 社会状況 

 (1) 人口減少や少子高齢化の進行 

   全国的に，人口減少や少子高齢化，核家族化が進行し，労働人口の減少に伴う経済活力

や地域の活力の減退が懸念されています。 

   本町においても，近年の社会経済状況の変化による人口の流出や過疎化，少子化などへ

の対応として計画的な学校統合を実施しましたが，今後も児童生徒は減少していくことが

予想されます。急激な少子化は，人と人との触れ合いによる学びや社会性を培う体験が不

足する要因ともなることから，今後は，学校や地域において，交流や体験の機会をより一

層増やしていくことが重要となってきます。 

   また，超高齢化社会の到来に備え，高齢者の学習・文化・スポーツ活動の機会を充実す

るとともに，長年培ってきた高齢者の豊かな知識や経験を地域社会の様々な場で生かすこ

とが求められています。 

 

 (2) 高度情報化の進展 

第４次産業革命ともいわれる，人工知能(ＡＩ),ビッグデータ，IoT，ロボティクス等 

の技術の急速な進展に伴い，これらの先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活 に

取り入れられ，社会の在り方そのものが現在とは「非連続的」といえるほど劇的に変わる

「Society5.0」時代の到来が予測されています。  

今の子供たちが活躍する2040年頃の社会では，ＡＩやロボット，IoTなどをはじめとす

る情報技術は生活の中で当たり前のものとして存在していると考えられ，これらの情報技

術を手段として効果的に活用していくことの重要性が一層高まっていくこととなります。 

一方で，スマートフォンやソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）が急速に

普及し，その利用も低年齢化する中，これらを利用した犯罪に巻き込まれたり，意図せず

に犯罪に加担したりしてしまうなど，子供の安全が脅かされる事態も生じています。あら

ゆる世代において，情報活用能力（情報リテラシー）を身に付けるとともに，他人のプラ

 第２章 本町教育を取り巻く環境 
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イバシーや個人情報の安全保護などに関する情報モラルを育成することも必要となってい

ます。 

 

 (3) グローバル化の進展 

あらゆる場所でグローバル化は加速し，情報通信や交通分野での技術革新により，人間

の生活圏も広がっています。また，世界の国々の相互影響と依存の度合いは急速に高まっ

ており，貧困や紛争，感染症や環境問題，エネルギー資源問題など，地球規模の人類共通

の課題が増大する中，我が国には，それらの課題の解決に積極的に取り組むことが求めら

れています。世界経済は，保護主義の台頭，貿易上の紛争，特定の産品を特定国に依存す

るサプライチェーンにおける課題が明らかになっています。 

また，経済のグローバル化が進展する一方，保護主義的な動きも広がりつつあります。 

アジアをはじめとするいわゆる新興国が急速に経済成長し，国際社会における存在 感が

増しており，欧米のみならず，アジアも世界経済の中心的役割を担うこととなる とみら

れています。 社会のあらゆる分野でのつながりが国境を越えて活性化しており，国境を

越えた地域間・企業間の競争は一層激化することが懸念され，人材の流動化，人材獲得競

争や，国内生産拠点の海外展開などに伴う国内産業の構造変化，海外需要の取り込みとい

った対応が求められるようになっています。 

 

 (4) 子供の貧困など社会経済的課題 

我が国の「子供の貧困率」は，令和４年は11.5％となっており，相対的貧困率について

改善が見られるものの，引き続き大きな課題となっています。専門学校等も含めた高等教

育機関全体への進学率は約８割となっている中で，家庭の社会経済的背景（家庭の所得，

保護者の学歴など）と子供の学力や４年制大学への進学率には相関関係が見られることを

指摘する研究もあります。また，県が平成28年度に実施した「かごしま子供調査」では，

「経済的理由により子供の学習意欲に応えられなかったことがある」，「経済的理由によ

り医療機関の受診をためらったことがある」といった割合が，低所得世帯ほど高い結果と

なっています。子供の貧困や格差問題に対して対策を講じなければ，令和12年以降も貧困

の連鎖，格差の拡大・固定化が生じる可能性があります。 

 

 (5) 地球規模での環境問題 

世界規模での人口増加，経済成長に伴う産業活動の拡大や生活水準の上昇は，エネルギ

ー消費量の増大による地球温暖化，オゾン層の破壊，生態系の変化といった地球規模での

深刻な環境問題を引き起こしています。 

中でも，気候変動問題は，近年の平均気温の上昇，大雨の頻度の増加により，農作物の

品質の低下，災害の増加，熱中症のリスクの増加など，気候変動及びその影響が全国各地
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で現れており，人類や全ての生き物にとっての生存基盤を揺るがす大きな問題です。この

ような気候変動が社会経済活動へ影響を生じさせている中，平成27年のパリ協定をはじ

め，温室効果ガスの排出削減に向けた国際的な機運が急速に拡大し，令和２年10月，我が

国は「2050年カーボンニュートラル」を宣言しました。 

脱炭素社会の実現を目指し，積極的に地球温暖化対策を行うことが，産業構造や経済社

会の変革をもたらし，大きな経済成長につながるという発想により，環境改善と経済活動

との好循環を作りだしていくことが重要です。 

また，様々な環境問題への対処には，「脱炭素社会への移行」，「循環経済への移

行」，「分散型社会への移行」という３つの移行を加速させ，持続可能な社会への再設計

を進めていくことが不可欠となります。 

 

 (6) 価値観やライフスタイルの多様化 

「物の豊かさ（経済的な豊かさ）」より「心の豊かさ（精神的な豊かさ）」を，「集

団」より「個人」の個性を重視する傾向が高まるなど，人々の価値観が多様化していま

す。こうした価値観の多様化や高齢化，女性の社会進出などにより，個人のライフスタイ

ルも多様化しています。 

また，戦後の急速な高度経済成長を遂げる中で，世代間の価値観の差の拡大や，核家族

化の進行，人々の移動性・流動性の高まりなどを背景に，家族・親族，地域，勤め先とい

った関係性が希薄化し，社会的孤立などの様々な社会問題として指摘されています。 

さらに，物質的に成熟した社会において，人々が個人の自由を求める中で，地域の人と

人とのつながりは弱まり，地域への帰属意識は低下するなど，地域社会の脆弱化が進行

し，高齢者や困難を抱えた親子などが地域で孤立するという深刻な状況も生じています。  

家庭の状況に目を向ければ，三世代世帯の割合が低下し，一人親世帯の割合が上昇傾向

にあります。子供の社会性や自立心などの育ちをめぐる課題に社会全体で向き合い，親子

の育ちを支えていくことが重要ですが，このような世帯構造の変化や地域社会の変化に伴

い，子育てについての悩みや不安を多くの家庭が抱えながらも，身近に相談できる相手が

いないといった家庭教育を行う上での課題も指摘されています。 

持続可能な地域社会を形成するためには，子育て支援や高齢者支援などの身近な生活課

題を地域で解決する取組も必要となっています。 
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２ 本町の児童生徒を取り巻く現状と課題 

 

 (1) 学校規模と児童生徒数の推移 

 ア 学校規模 

   本町は，小学校２校，中学校２校の計４校で児童生徒の教育に当たっています。平成25

年度末までに計画的な学校統廃合を実施し，令和７年からは，佐多小学校を佐多第一中学

校の敷地内に移して，佐多小学校と佐多第一中学校で施設一体型の小中一貫教育を実施し

ています。 

 イ 児童生徒数の今後の推移（予測） 

   本町の児童生徒は，年々減少の傾向にあり，令和７年度以降も増加に転じることが予想

しにくい状況です。このことについては，鹿児島県全体でも同様の推計がなされています。 

年   度 ７年度  ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 

神山小 
児童数 154 161 152 145 144 140 

学級数 10 10 10 9 9 7 

佐多小 
児童数 18 15 14 7 5 4 

学級数 4 4 4 4 4 3 

根占中 
生徒数 107 98 83 86 83 76 

学級数 4 4 4 3 3 3 

第一佐多中 
生徒数 16 16 10 13 11 12 

学級数 4 3 3 3 3 3 

合  計 
児童生徒数 295 290 259 251 243 242 

学級数 22 21 21 19 19 16 

 

 (2) 学力及び学習状況の現状 

   本町の児童生徒の学力は，令和６年度に実施した「全国学力・学習状況調査」（小学６年

の国語・算数，中学３年の国語・数学を実施）の結果，中学校の２教科の正答率は全国平

均に近い値だったものの，小学生の２教科の正答率は全国平均を５～10％下回る状況です。 

また，令和７年度に実施した「鹿児島学習定着度調査」（小学５年の国語・社会・算数・

理科，中学１・２年の国語・社会・数学・理科・英語）の結果，小学５年理科，中学２年

社会が県平均を超えたものの，それ以外では県平均を下回りました。更に，「基礎・基本」

に関する問題に比べ，「思考・表現」に関する問題に課題がある状況です。 

   今後とも，更なる基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図るとともに，知識・技

能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等を身に付けさせるこ

とが必要です。 

また，令和７年度に実施した「鹿児島学習定着度調査」の質問紙の結果から，「主体的に
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学習に取り組めた」と答えた割合は，中学２年では県平均を 10％以上，上回ったものの， 

他の２学年では 10％ほど下回り，主体性が十分に高まっていないことが分かりました。 

   児童生徒の学力向上には，「主体的・対話的で深い学び」が求められています。そのため

には，教員の指導力の向上が必要であり，様々な施策を通じて，教員が教え込む授業から，

児童生徒が自ら考え，自ら学ぶ「学習者主体の授業」への転換に取り組んでいます。また，

子供たちの主体性の向上のために，キャリア教育を充実させて成長への意欲を高めるとと

もに，魅力ある学校づくりに取り組むことで，互いに支えあい磨きあう学習集団作りに取

り組んでいるところです。 

 また，家庭教育については，子供が安心できる家庭環境づくりが大切です。一方，近年

の家庭環境の多様化に伴い，子育てについての不安や孤立を感じる家庭や基本的生活習慣

の育成などに課題を抱える家庭も増加しています。このため，地域全体で家庭教育を支え

る仕組みづくりが一層求められています。 

 

 (3) いじめ，不登校 

   近年，子供たちを取り巻く環境が大きく変化する中，いじめの重大事態や児童生徒の自

殺者数の増加傾向が続いており，極めて憂慮すべき状況にあります。 生徒指導上の課題が

深刻になる中，子供たちの命を守ることが重要であり，全ての子供たちにとって，学校が

安心して楽しく通える魅力ある環境となるよう，学校関係者が一丸となって取り組まなけ

ればなりません。 また，様々な課題を抱える児童生徒の不安や悩みに適切に対応できるよ

う，スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー等の専門家を含めた校内相談体

制に加え，関係機関等と連携した支援を行うことが重要です。 

本町においては，いじめの認知件数は少なく，増加傾向も見られません。いじめは「ど

の学校でも，どの子にも起こり得る」との認識に立ち，いじめの未然防止に取り組んでい

ます。同時に，「いじめを１件でも多く発見し，１件でも多く解決する」という基本姿勢の

もと，早期発見・早期対応に取り組んでいます。 

また，不登校については，数名の児童生徒が不登校又は不登校傾向にあります。不登校

の要因は一様ではなく，無気力や不安といった本人に関する要因や，学校における人間関

係，家庭に関することなどが複雑に関連しているとされており，個々の児童生徒の実態や

心情に寄り添った丁寧な対応が必要であると考えています。 不登校児童生徒に対しては，

一人一人の状況に応じた個別支援計画をもとに，スクールカウンセラー，スクールソーシ

ャルワーカー等を活用しながら，家庭や関係機関等と連携した継続的な支援を行う必要が

あります。 

本町では自殺は起こっていないものの，全国的には増加傾向にあります。「SOSの出し方

に関する教育」等の自殺予防教育の充実が急務です。 
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 (4) 規範意識 

教育基本法の教育目標には，「公共の精神に基づき，主体的に社会の形成に参画し， 

その発展に寄与する態度を養うこと」が明記されています。また，学校教育法において

も，義務教育の目標として，「自主，自律及び協同の精神，規範意識，公正な判断力並び

に公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこ

と」が明記されています。 

そのような中，自らが関わる規範やルール等の制定や見直しの過程に，子供自身が関与

することは，教育的な意義が大きいと考えられております。規範意識が多様化する中で，

今後も子供たちが公共の精神に基づいた豊かな人間性を育むために，幼児期から全教育活

動を通じて，子供が自己決定する機会の設定や規範意識の涵養を図ることが必要です。 

 

 (5) 基本的生活習慣 

子供たちが健やかに成長していくためには，適切な運動や調和のとれた食事，十分な休

養・睡眠が大切です。しかし，様々な調査結果から，このような基本的生活習慣が十分に

身に付いていないといった指摘がなされています。子供の食生活や生活習慣の乱れは，健

康の維持に悪影響を及ぼすだけではなく，生るための基礎である体力の低下や気力・意欲

の減退，集中力の欠如等，精神面にも悪影響を及ぼすと言われています。これら基本的な

生活習慣の定着は，主に家庭での過ごし方によりますが，家庭における食事や睡眠などの

乱れを個々の家庭や子供の問題として見過ごすことなく，社会全体の問題として地域が一

丸となり，子供の健やかな成長を期して学習意欲や体力の向上を図るための取組を推進

し，適切な生活習慣を確立することが必要です。 

更に，携帯電話（スマートフォンを含む）やタブレット等については，子供たちの所有

率は増加傾向にあり，使用機会も増加しています。今後，いわゆるネットいじめやネット

依存などの諸問題に対応するために，各学校で情報モラル教育を充実させるとともに，家

庭や地域並びに警察等の関係機関と連携した取組を推進していく必要があります。 

 

 (6) 特別支援教育 

特別支援教育においては，共生社会の形成に向けて，障害者の権利に関する条約に基づ

くインクルーシブ教育システムの理念を構築することを旨として行われることや障害者差

別解消法や医療的ケア児支援法等の改正・成立等も踏まえ，全ての子供たちが適切な教育

を受けられる環境を整備することが重要です。また，インクルーシブ教育システムにおい

ては，障害のある子供と障害のない子供が可能な限り同じ場で共に学ぶことを追求すると

ともに，障害のある子供の自立と社会参加を見据え，一人一人の教育的ニーズに最も的確

に応える指導を提供できるよう，多様で柔軟な仕組みを整備することが重要です。 

これらのことを踏まえ，我が国では，就学先を決定する仕組みに関する制度の改正とと
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もに，小・中学校の通常の学級での指導方法等の工夫を含む，通級による指導，特別支援

学級，特別支援学校の多様な学びの場における指導や支援が行われています。また，障害

のある子供たちの学びの場の選択や柔軟な見直し，特別支援学校の教育課程と幼稚園・

小・中・高等学校等の教育課程との連続性の重視，高等学校における通級による指導の制

度化など，インクルーシブ教育システムの構築に向けた様々な取組を行ってきており，本

町においても，校内支援体制の充実や研修会の実施による教員の専門性の向上，就学・進

学時の切れ目ない支援の推進などに取り組んでいます。 

現在，少子化による学齢期の子供たちが減少しているにもかかわらず，特別支援教育に

関する理解や認識の高まりから，特別支援学級，特別支援学校に在籍する子供たちの数が

増加しています。また，制度の改正等に伴い，通常の学級に在籍しながら通級による指導

を受けることができるようになるなど，より個に応じた支援ができるようになりました。 

このような特別支援教育を巡る状況の変化を踏まえ，インクルーシブ教育システムの理

念を構築し，広域的に特別支援教育体制を更に進展させていくために，引き続き，障害の

ある子供と障害のない子供が可能な限り同じ場で共に学ぶことを追求するとともに，一人

一人の教育的ニーズに的確に応える指導を提供できるよう，連続性のある多様な学びの場

の一層の充実・整備を着実に進めていく必要があります。また，就学支援，指導方法や指

導体制，施設環境など，障害のある子供の学びの場の整備を推進させることも重要です。

更に，特別支援教育に携わる教師の専門性の向上や１人１台端末等のＩＣＴ技術の活用，

関係機関の連携強化による切れ目ない支援体制の整備等を進めることにより，全ての子供

たちが授業内容を理解し，学習活動に参加している実感・達成感をもちながら，充実した

時間を過ごしつつ，生きる力を身に付けることが実現できるようにしなければなりません。 

 

 (7) キャリア教育 

グローバル化やデジタル化が加速し，変化が激しく，複雑で価値観が多様化していく予

測困難な現在社会で，子供たちが，「働くことの喜び」や「世の中の実態や厳しさ」など

を理解した上で，将来の生き方や進路に夢や希望をもち，その実現を目指して，学校での

生活や学びに意欲的に取り組めるようになることが必要です。 

児童生徒が将来，社会人，職業人として自立していくためには，早い段階から自分の生

き方について考えるきっかけを与えるとともに，コミュニケーション能力を育成すること

が重要です。小学校では，夢や希望を持ち，目標に向けて努力する態度を育 成するこ

と，中学校では，様々な職業があることを理解し，自らの適性について考え させるこ

と，高等学校では，自らの進路について具体的に考え，社会に出ていく準備 を行うこと

など，発達段階に応じたキャリア教育の充実が必要です。  

今後，産官学が連携し，職場体験学習や外部講師による出前授業等の体験的な学習の取

組を推進するとともに，事前・事後の学習を充実させ，体験的な学習の取組をその後の学
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びや将来設計に生かす必要があります。また，「キャリア・パスポート」を活用し，体系

的・系統的なキャリア教育の促進を図ることが必要です。 

 

 (8) 体力や運動能力 

近年の生活様式や生活環境の著しい変化は，児童生徒の心身に様々な影響を及ぼしてお

り，生活習慣や食習慣の乱れ，う歯（むし歯）や視力低下，体力の低下や運動する機会の

減少など，児童生徒の現代的健康課題は，多様化・複雑化の傾向にあります。 このよう

な状況の中，健やかな体の育成，スポーツを通じた豊かな心身の育成を図るためには，学

校保健，学校給食・食育の充実，学校体育の充実など，学校における健康教育の充実を図

ることが重要となります。食育については，知・徳・体の基盤を成すものです。 

児童生徒が食に関する正しい知識や望ましい食習慣を習得し，適切な栄養の摂取による

健康の保持増進を図るためには，栄養教諭を中核とした学校における「食に関する指導」

の充実を図ることが 重要です。 現在，町内の全ての学校で，栄養教諭が「食に関する指

導」に参画しております。今後も引き続き，栄養教諭が参画する「食に関する指導」の充

実や担任等との連携，児童生徒の実態に応じた個別指導の推進等を図りながら，学校全体

での組織的な食育を推進する必要があります。 

体力は人間の活動の源であり，健康の維持のほか意欲や気力といった精神面の充実に大

きく関わる「生きる力」の重要な要素です。国が実施している「全国体力・運動能力，運

動習慣等調査」において本町の子供たちは，多くの種目で平均以上の結果を出すなど，十

分な体力をもっていると考えられます。 

児童生徒が楽しみながら運動に親しむ機会をつくり，運動への興味・関心を一層高める

必要があります。 

 

 (9) 安全・安心な教育環境の整備 

近年，不審者によって児童生徒や教職員の安全を脅かされる事件や交通事故や水難事故

の発生が後を絶たない状況です。 

地域では，スクールガードや防犯ボランティア等の研修会の充実を図り，事件・事故等

の状況や見守り活動の在り方について周知し，地域ぐるみによる安全確保に更に努めてい

く必要があります。 

また，学校や通学路では，登下校中の交通事故や地震・風水害等の自然災害，学校内外

での不審者による事故など様々な事案が発生しています。各学校において，実践的な安全

教育・安全管理等を推進できるよう，防災・防犯・交通安全教室において職員向けの研修

の充実を図っていく必要があります。 

公立学校施設は，児童生徒の学習・生活の場であるとともに，地震等の災害時には地域

住民の避難場所としての役割を果たすことなどから，その安全・安心を確保することなど
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が極めて重要です。また，施設の老朽化が課題となっており，教育環境向上と老朽化対策

の一体的な整備を図っていく必要があります。児童生徒に防犯を含む生活安全や交通安全

等についての教育を行うとともに，学校における児童生徒の安全を守るための体制整備や

児童生徒が安心して安全に暮らせる地域社会づくりが求められています。 

 

(10) 家庭・地域の教育力 

地域の教育力の低下が指摘されて久しいですが，多様な家族形態への変化や地域のつな

がりの希薄化などによって子育てに不安を持つ保護者も多く，地域全体で家庭教育を支え

ることの重要性はこれまで以上に高まっています。 

また，家庭は子供たちの健やかな育ちの基盤です。幼児期からの日常的な営みの中か

ら，命の大切さや基本的な生活習慣，他人への思いやりや善悪の判断等の倫理観を身に付

けるなど､子供たちの健やかな育ちに重要な役割を担います。  

本町においては，子供会，PTA，地域女性団体及び青年団等の社会教育関係団体や公民

館等が，地域づくりや家庭教育の充実，青少年の健全育成を目指し，地域に根ざした活動

を行っています。これらの団体が行う地域での体験活動は，豊かな情操や規範意識，自己

肯定感や協調性，主観的幸福感など，ウェルビーイングの向上に資するものであって，地

域の多様な担い手による学びの提供や多様な支援体制の確保は，子供たちのウェルビーイ

ングを育む上で重要な役割を果たしています。 

また，地域学校協働活動の取組により，地域と学校が連携・協働して活動できる体制が

構築されてきています。今後は，コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に

推進することにより，地域学校協働活動を更に充実させ，地域とともにある学校づくりと

学校を核とした地域づくりを推進する必要があります。   

今後は，本町の様々な教育的資源や伝統を生かした活動を継承して活力ある地域づくり

を推進し，活性化させるとともに，家庭や地域の教育力を更に高めるため，社会教育の充

実や地域コミュニティの基盤の強化を図る必要があります。 

 

 

(11) 子供たちの文化活動 

   小・中学校では，地域文化を取り入れた教育活動を行うとともに，音楽・演劇等の芸術

鑑賞の機会を積極的に設けるなどして，豊かな心や感性，創造性，感動する心等の育成に

取り組んでいます。 

また，本町には，各校区及び集落に伝わる伝統芸能や伝統行事等が多く伝承されてお

り，精神的なよりどころとなっています。一方で，少子高齢化・過疎化による担い手不足

等により，それらの文化資産を保存・継承することが難しくなっています。 

子供たちに郷土の伝統文化や様々な芸術に親しませることは，郷土に誇りをもつ心の醸
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成や，鹿児島の歴史や文化を生かした地域づくり，郷土芸能や伝統行事等の担い手の育成

からも欠かせないものです。 

今後も，文化資産や文化財等の学校活動や地域活動への更なる活用を推進する必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

本町は，本土最南端に位置し，地域で子供を育てようとするよい風土が残っており，学校教

育に対する関心も高いという伝統があります。そのような環境の中で，本町ではこれまで「誇

りのもてる教育・文化のまちづくり」を基本目標に掲げ，生涯学習の観点に立ち，学校と地域

の連携を図りながら教育活動を推進してきました。 

 

 令和５年６月 16日に閣議決定された国の「新たな教育振興基本計画」では，教育基本法を普

遍的な使命としつつ，新たな時代の要請を取り入れていく「不易流行」の考え方を基調とし，

総括的な基本方針として「持続可能な社会の創り手の育成」「日本社会に根ざしたウェルビーイ

ングの向上」を掲げ，令和 22年（2040年）以 降の社会を見据えた教育政策の在り方が示され

ました。 

 

このようなことを踏まえ，第４期南大隅町教育振興基本計画では，基本目標を「夢や希望 を

実現し ともに未来を創る南大隅の人づくり～誰もが幸せや豊かさを感じられる地域や社会を

 第３章 基本目標 

《基本目標》 

夢や希望を実現し ともに未来を創る人づくり 
～誰もが幸せや豊かさを感じられる地域や社会を目指して～ 

 
《具体的人間像》 

１ 知・徳・体の調和がとれ，主体的に考え行動する力を備え，未来の社会 

の創り手となる人間  

２ 伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を 

養い，互いに認め，高め合い，生涯を通じて幸せや生きがいを感じながら 

意欲的に自己実現を目指す人間 
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目指して～」とします。 夢や希望には，将来のなりたい自分の姿などを思い描く長期的なもの

や，日々の生活を振り返る中で，自分が目指す姿を思い描く短期的，中期的なものがあります。

現代は将来の予測が困難な時代であると言われる中にあって，子供たちのみならず，県民一人

一人が，それぞれの夢や希望をもち，その実現に向けて，意欲をもって挑戦できる環境を整え

ていくことは，ますます重要性を増すことが考えられます。 夢や希望の実現には，規範意識，

倫理観,感謝や思いやりの心，他者の痛みを理解する優しさ，生命を大切にする心，自己肯定感・

自己有用感などの豊かな心や，多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊か

な人生を切り拓き，未来の 社会の創り手となる資質・能力を育んでいく必要があります。  

また，一人一人が夢や希望の実現に向けて意欲的に挑戦し続ける中で，誰もが幸せや豊かさ

を感じられる地域や社会を創ることのできる，本町に誇りをもった人材育成も進めていく必要

もあります。  

これらのことを踏まえながら，「知・徳・体の調和がとれ，主体的に考え行動する力を備え，

未来の社会の創り手となる人間」「伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛

する態度を養い，互いに認め，高め合い，生涯を通じて幸せや生きがいを感じながら意欲的に

自己実現を目指す人間」の育成に取り組みます。 

 

 

 

 

将来の予測が困難な時代において，持続可能な社会を維持・発展させていくためには，学び

続ける人材の育成が求められています。そのためには，学習者を主体として，他者との協働や

課題解決型学習などを通じ，深い学習を体験し，自ら思考することを重視する考え方は，初等

中等教育のみならず，生涯学習や社会教育においても重要です。  

また，子供たちは，社会生活を送る上で，豊かな情操や規範意識，自他の生命の尊重，他者

への思いやり，対面でのコミュニケーションを通じて人間関係を築く力，困難を乗り越え，物

事を成し遂げる力，公共の精神等などを身に付ける必要があります。 特に，各種調査結果から,

本町の子供たちは，自己肯定感が低い傾向にあることが分かったため，これを高めていくこと

が必要です。  

さらに，体力は人間の活動の源であり，健康の維持といった身体面のほか，意欲や気力とい

った精神面の充実にも大きく関わっています。一人一人が，充実した人生を送ることができる

よう，生涯にわたってスポーツに親しむ習慣や体力・運動能力を身に付けさせるとともに，心

身の健康づくりに必要な知識，習慣も身に付けさせることが必要です。  

これらのことを踏まえ，一人一人が自分のよさや可能性を認識し，個々の状況に応 じて知・

徳・体の調和がとれ，主体的に考え行動する力を備え，そのよさや持てる力 を発揮し，多様な

人々と協働しながら未来の社会の創り手となる人間の育成を目指します。 

１ 知・徳・体の調和がとれ，主体的に考え行動する力を備え，未来の社会の創り手となる

人間 
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グローバル化する社会の中で，グローバルな立場から社会の持続的な発展を生み出し，地球

規模の諸課題を自らに関わる問題として捉え，世界を舞台に国際的なルール形成をリードした

り，社会経済的な課題解決に参画したりするグローバル・リーダーや，グローバルな視点をも

って地域社会の活性化を担う人材の育成を推進していくことが必要です。  

そのためには，日本や外国の文化を理解し，日本への愛着や誇りを持ちつつ， グローバルな

視野で活躍するための資質・能力の育成が求められており，国際的な交流活動の推進や外国語

教育の充実，国際理解教育の推進などを図っていく必要があります。  

さらに，個人の自発的意思に基づいて行うことを基本とし，教養を高め，多様な人々と出会

い，自己実現を図る学習は，長寿化が進展する人生 100年時代において，誰もが幸せや豊かさ

を感じられる社会の実現につながる重要な意義を有するものであります。そのためには，誰一

人取り残されず，相互に多様性を認め，高め合いながら年齢を問わず学び続けことができる教

育環境を整備していくことが必要となります。  

これらを踏まえ，伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養

い，誰一人取り残されず，相互に多様性を認め，高め合いながら年齢を問わず学び続け，生涯

を通じて幸せや生きがいを感じながら意欲的に自己実現を目指す人間の育成を目指します。 

 

 

 

 

 

１ 本町教育施策策定に当たっての視点 

 

 (1) 時代を超えて変わらない価値のあるものの尊重 

教育には，「不易（時代を超えて変わらない価値のあるもの）」と「流行（時代の変化

とともに変えていく必要があるもの）」があると言われています。個人の尊重，自律心と

責任感，他人を思いやる心，公共の精神，規範意識，伝統や文化を大切にする心，幅広い

教養や健やかな体などの豊かな人間性は，いつの時代の教育でも大切に育んでいかなけれ

ばならないものであり，施策の推進に当たって重要視されるものです。 

 

(2) 社会の変化を乗り越え，未来の社会の創り手となる資質・能力の育成 

これからの時代は，社会の変化にいかに対処していくかという受け身の観点に立つので

 第４章 今後５年間で取り組む施策 

２ 伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養い， 互いに

認め，高め合い，生涯を通じて幸せや生きがいを感じながら意欲的に自己実現を目指す

人間  
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あれば難しい時代になると言われています。社会の変化を前向きに受け止め，デ ジタル化

が進展する中にあっても，人間ならではの感性を働かせて，社会や人生，生活をより豊か

なものにする必要があります。 

そのためには，一人一人が自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価

値のある存在として尊重し，多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊

かな人生を切り拓き，未来の社会の創り手になることができるよう，その資質・能力を育

成していく必要があります。  

とりわけ，人工知能（ＡＩ），ビッグデータ等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社

会生活に取り入れられた Society5.0においては，「主体性」「リーダーシップ」「創造力」

「課題設定・解決能力」「論理的思考力」「表現力」「チームワーク」等の資質・能力を備え

た人材が期待されています。 

また，誰もが幸せや豊かさを感じられる地域 や社会の創り手となるためには，「協働性」

「利他性」「多様性への理解」「社会貢献意 識」「自己肯定感」「社会的情動スキル」「非認

知能力」を育成する視点も重要となります。 

 

⑶ 生涯を通じて一人一人が幸せや生きがいを感じることのできる教育環境づくり 

一人一人が幸せや生きがいを感じることができるようにするためには，誰一人取り残さ

れず，全ての人の可能性を引き出す学びを，学校をはじめとする教育に関わる全ての機関

の教育活動に日常的に取り入れていく必要があります。  

また，子供たちが幸せや生きがいを感じられるためには，学校教育を担う教師が，保護

者や地域との信頼関係を築くことができ，心理的安全性が保たれ，良い労働環境にあるこ

とが大切です。  

さらに，地理的条件にかかわらず，充実した教育が受けられるようにすることも必要で

す。  

これらを実現するため，必要な教育環境づくりに努めます。 

 

⑷ 学校・家庭・地域・企業等の積極的な連携・協働  

学校は，一人一人の個性に応じて，基礎的・基本的な知識・技能や学ぶ意欲をしっかり

と身に付けさせるとともに，情操を豊かにする教育や健やかな体を育む教育を行い，児童

生徒の能力を最大限に伸ばしていく役割があります。  

家庭は，教育の原点であり，家庭教育は，全ての教育の出発点です。子供に社会生活を

送るために必要な習慣を身に付けさせ，自立心を育成し，心身の調和のとれた発達を図る

ことが求められます。 

地域は，社会の基本的単位である家庭を支えるとともに，大人や異年齢集団の中での交

流を通した様々な体験の積み重ねによる人間性の育成など，子供が家庭・地域の中で役割
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を果たし，自立した個人として成長する上で，非常に大きな役割を担っています。  

企業は，学校等と連携した職業教育・キャリア教育への協力，企業としての教育力や資

源を活用した取組，社員のワーク・ライフ・バランスの確保のための取組等により，社会

的責任として，地域社会の教育力向上のため，役割を担っていくことが求められています。  

本町の教育における学校，家庭，地域，企業等の役割を再度見直し，まずは，それぞれ

の役割を確実に果たすとともに，積極的に他に働きかけて相乗効果を高めるなど， 連携や

協働を図りながら施策を推進します。 

 

⑸ 郷土の教育的な伝統や風土の活用と未来への継承 

本町には，教育を大事にする伝統や精神，風土があり，豊かな自然，日本の近代化をリ

ードした歴史，地域に根ざした個性あふれる文化，全国に誇れる農林水産業等の産業，

様々な分野で活躍している人材など教育的資源も豊富であり，また，地域全体で子供たち

を育てるという伝統的な地域の教育力も残っています。 

これらの有効活用や未来への継承を図ります。 

 

⑹ 教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

デジタル化には一般的に，第１段階として紙の書類をデジタル化するなどの「デジタイ

ゼーション」，第２段階として業務プロセスをデジタル化するなどの「デジタライゼーシ

ョン」，第３段階としてデジタル化で業務，組織を変革することを目指す「デジタルトラ

ンスフォーメーション」があります。  

教育分野においては，ＧＩＧＡスクール構想による１人１台端末の実現をはじめＩＣＴ

環境整備が進展してきたところです。これにより，第１段階の準備は整ったところであ

り，今後，第２段階への移行を着実に進め，ＩＣＴを効果的に活用した探求的な学びなど

の第３段階を目指します。 

 

 

２ 本町教育施策の方向性 

 

 「本町教育施策策定に当たっての視点」を踏まえ，今後，５年間で取り組む施策の方向性を

以下の５点に整理します。 

 

⑴ お互いの人格を尊重し，豊かな心と健やかな体を育む教育の推進  

お互いの人格を思いやりの気持ちを持って尊重し，基本的な生活習慣や人としてしては

ならないことなど，社会生活を送る上でもつべき最低限の規範意識を養うとともに，法や

決まりを遵守し，適切に行動できる人間を育てることが重要です。また，子供たちが，安
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心して学習に取り組むためには，所属する集団の仲間による支援や助言等が不可欠です。   

将来の予測が困難な時代を生き抜いていく上で，子供たちの規範意識を養い，他人を思

いやる心や感動する心など，豊かな人間性や心身共に健康で幸福な生活を営むことができ

る資質・能力を育成する教育を推進します。 

 

⑵ 未来の社会の創り手となる資質・能力を伸ばし，社会で自立する力を育む教育の推進 

子供たちが，基礎・基本を確実に身に付けるとともに，自ら学び，考え，主体的に判断，

行動し，よりよく問題を解決する能力を育む教育を推進します。  

また，伝統や文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養うこと

や望ましい勤労観・職業観を身に付けさせます。  

更に，環境教育や福祉教育などの社会の変化に対応した教育や，子供一人一人の自立と

社会参加に向けて障害の状態や教育的ニーズに応じる特別支援教育を推進します。  

 

⑶ 信頼され，地域とともにある学校づくりの推進  

学校において，それぞれの教育の目標が達成されるためには，学校や教職員がその役割

を十分に果たし，「信頼される」学校づくりを進める必要があります。  

また，地方創生の観点から，「次世代の学校」として，学校と地域が連携・協働し，学校

を核として地域を活性化していくことが不可欠であるとの考えから，「地域とともにある

学校」づくりが求められています。  

更に，信頼される学校づくりの推進に当たっては，校長のリーダーシップの下， 学校に

おける働き方改革の推進や教職員の更なる資質向上，安全・安心な環境づくりなどにも取

り組みます。  

 

⑷ 地域全体で子供を守り育てる環境づくりの推進 

教育の振興には，地域の担う役割は大きいものがあります。本県には，「人の子も我が子

も地域の子」という言葉があるように，子供を地域で育てるという風土が，現在でも残っ

ています。  

今後も，全ての町民が地域全体で子供を守り育てるための取組を推進します。  

 

⑸ 生涯を通じて学び活躍できる環境づくりとスポーツ・文化の振興  

子供から大人まですべての県民が，生涯を通じてあらゆる機会にあらゆる場所で学ぶこ

とができ，その成果を適切に生かし活躍できることは，幸せで豊かな人生を送ることにも

つながります。また，スポーツ活動は，心身両面にわたる健康の保持増進に資するもので

あり，県民誰もが，それぞれの関心や適性に応じて，生涯にわたり「いつでも，どこでも，

いつまでも」スポーツに親しむことができる環境づくりに取り組む必要があります。 さら
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に，郷土の伝統文化や文化財を守り育て，様々な芸術に親しむことは，ふるさとの理解や

豊かな感性の涵養に必要なものです。 

 

３ 具体的施策 

 

⑴ お互いを尊重し，豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 

  ア 道徳教育の充実 

イ 生徒指導の充実 

ウ 人権教育の充実 

エ 体験活動の充実 

オ 読書活動の推進  

カ 文化芸術活動の推進 

キ 食育の推進  

ク 体力・運動能力の向上 

ケ 健康教育の充実 

 

⑵ 未来の社会の創り手となる資質・能力を伸ばし，社会で自立する力を育む教育の推進 

ア 確かな学力の育成 

イ 特別支援教育の推進 

ウ キャリア教育の推進 

エ 産業教育の推進 

オ 幼児教育の充実 

カ 郷土教育の推進 

キ 教育の情報化の推進 

ク 国際理解教育の充実 

ケ 消費者教育の充実 

コ 主権者教育の充実 

サ 社会の変化に対応した教育の推進 

(ｱ) 環境教育 

(ｲ) 福祉教育・ボランティア活動 

 

⑶ 信頼され，地域とともにある学校づくりの推進 

ア 開かれた学校づくり 

イ 学校運営の充実 

ウ 学校における働き方改革の推進 
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エ 教職員の資質向上 

オ 安全・安心な学校づくり 

カ 「学びのセーフティネット」の充実 

 

⑷ 地域社会全体で子供を守り育てる環境づくりの推進 

  ア 地域を支える次世代の人づくり 

  イ 地域ぐるみでの安全・安心な環境づくり 

  ウ 家庭教育支援の充実 

 

⑸ 生涯を通じて学び活躍できる環境づくりとスポーツ・文化の振興 

  ア 生涯学習環境の充実 

  イ 生涯スポーツの推進 

  ウ 文化芸術活動の促進と鑑賞機会の充実 

エ 地域文化の継承・発展と地域づくりへの活用 

オ 文化財の保存・活用 

 

(1) お互いに尊重し、豊かな心と健やかな身体を育む教育の推進 

 

ア 道徳教育の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 子供たちの道徳心を培い，正義感，責任感，自他の生命の尊重，他者への思いやり，自

己肯定感，人間関係を築く力，社会性などを，学校教育活動全体を通じて育み，子供の最

善の利益の実現とウェルビーイングの向上を図るとともに人格形成の根幹及び民主的な国

家・社会の持続的発展の基盤を育むことが重要です。  

○ 全国学力・学習状況調査によると，「自分にはよいところがある」「将来の夢や目標を

もっている」「人が困っているときには，進んで助けている」「いじめはどんな理由があ

ってもいけないと思う」「人の役に立つ人間になりたい」「今住んでいる地域の行事に参

加している」「道徳の授業では，自分の考えを深めたり，学級やグループで話し合ったり

する活動に取り組んでいる」などの質問に肯定的な回答をした生徒の割合は，全国平均と

比べて高いという結果が得られています。 

○ 道徳が教科化され，道徳教育全体計画の策定や道徳教育推進教師の指名など，教育活動

全体での取組が充実するとともに，「特別の教科 道徳」の考えが浸透し，授業では「考



- 19 - 

 

え，議論する」姿が見られるなど，教職員の指導力向上の成果が表れつつあります。ま

た，社会全体で児童生徒の道徳性を高める取組が推進され，保護者や地域の関心も高まっ

ています。 

○ 児童生徒の規範意識の低下やいじめの未然防止・早期解決の必要性が指摘されていま

す。基本的な生活習慣や人としてしてはいけないことなど，社会生活を送る上で人間とし

てもつべき規範意識，自他の生命の尊重，自分への信頼感や自信などの自尊感情，他者へ

の思いやりなどの道徳性を養う道徳教育を充実させることは重要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 道徳教育及びその要となる「特別の教科道徳」の充実を図るために，各学校において道

徳教育の全体計画や年間指導計画を作成し，道徳教育推進教師を中心とした全校的な指導

体制の確立を図ります。 

○ 「考え，議論する道徳」の更なる充実が図られるよう，児童生徒の実態に応じた授業や児

童生徒の良さを認め励ます評価が行われるよう，各種研修の充実・改善に 努めます。  

○ 郷土教育資料「ふるさとの心」，「不屈の心」等の各種資料の充実を図るとともに，その

活用を促すことや各地域で伝統的に引き継がれてきた文化や芸能なども活用することで，

道徳教育の充実に努めます。  

○ 総合的な学習の時間等や特別活動などを活用し，ボランティア活動や体験活動など豊か

な体験を通して心を育む特色ある教育活動を更に推進するとともに，「特別の教科 道徳」

等と関連させることにより，教育活動全体での道徳教育の充実を図ります。 

○ 児童生徒の道徳性を社会全体で育むため，家庭や地域社会の道徳科授業への積極的な参

加や協力を得られるよう，実践事例を提供します。 

○ 青少年育成の関係部局や警察等関係機関と情報交換を行い，道徳性育成のための 方向

性の共有化を図ります。 

 

 イ 生徒指導の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ いじめや暴力行為等の問題行動，インターネットやスマートフォン，携帯電話の普及に

伴う課題に，学校，家庭，地域，関係機関等が連携して対応することが必要です。 

○ 「令和４年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省）」

によると，本県公立学校における暴力行為は193件（小学校55件，中学校106 件，高等学

校32件），いじめは10,820件（小学校7,531件，中学校2,932件，高等学 校310件，特別支
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援学校47件），不登校児童生徒は4,507人（小学校1,240人，中学 校2,503人，高等学校

764人）となっています。 

○ 不登校児童生徒の社会的自立に向けて，一人一人の実態に応じた支援を行うために，学

校，家庭，関係機関等と連携したチーム学校としての取組を一層充実することが必要です 

○ 「県いじめ防止基本方針」では，地方公共団体，学校及び保護者等が連携することやい

じめの正確な認知を行うこと等を求めています。  

○ 小・中・高校生の自殺者数は増加傾向であり，「SOSの出し方に関する教育」を含む自

殺予防教育を進めるとともに，教職員一人一人が児童生徒の心の叫びを受け止める力を向

上させ，学校内外の連携に基づく自殺予防のための組織的な体制づくりを進めることが必

要です。 

○ インターネット上の問題行動の未然防止に努めるとともに，情報通信機器の適切な使用

を啓発するための情報モラル教育が必要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校が児童生徒にとって安全・安心な居場所となるため，生徒指導の４つの視点（自己

存在感の感受への配慮，共感的な人間関係の育成，自己決定の場の提供，安全・安心な風

土の醸成）を踏まえた学習指導と生徒指導の一体化を目指し，「魅力ある学校づくり」の

取組を推進します。 

○ 生徒指導に関する研修の充実を図り，いじめの積極的な認知や不登校の未然防止，早期

対応が図られるよう，教職員の指導力の向上に取り組むとともに，管理職のリーダーシッ

プ の下で，生徒指導主任等を中心とした全教職員による組織的な指導体制を確立し，発

達支持的生徒指導を推進します。 

○ アセスメントツールである「学校生活アンケート」や「学校楽しぃーと」の調査を促進

し，児童生徒が抱える課題の早期発見や，教職員の情報の共有化，調査内容の蓄積等，効

果的な活用の推進に努めます。  

○ いじめや不登校など，各学校の実態に即したスクールカウンセラーの配置やスクールソ

ーシャルワーカーの活用等，教育相談体制のさらなる充実と利用促進に努めます。  

○ 不登校児童生徒の教育機会の確保や相談体制の充実など，不登校児童生徒への支援を推

進します。相談窓口や教育支援センター，フリースクール等の民間団体についての情報を

提供し，保護者や関係機関等と連携した個別指導，家庭訪問，体験活動の機会を提供する

ことなどにより，児童生徒が自らの進路を主体的に捉え，社会的自立を目指せるように，

組織的・継続的な支援に努めます。 

○ 「かごしま児童生徒健全育成サポート制度」に基づいて警察との連携を進めるととも

に，生徒指導に関わる様々な機関との連携にも努めます。 
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○ 児童生徒に対する「SOSの出し方に関する教育」及び教職員等に対する「ゲート キーパ

ー養成研修（SOSの受け止め方）」を含む自殺予防教育のさらなる充実を図ります。 

○ 子供一人一人の心や体調の変化の早期発見，教育支援のきっかけづくりのために，１人

１台端末を活用した毎日の健康観察等の取組を推進します。  

○ SNSを巡るトラブル等のインターネット上の問題行動を未然に防止するため，児童生徒

への指導を行うとともに，啓発資料の活用や各種研修会への職員派遣などを通して，児童

生徒が被害者及び加害者とならないよう，情報モラル教育の推進に努めます。 

 

 ウ 人権教育の充実 

◆ 現状と課題 

 

〇 「人権教育は全ての教育の基本」との認識の下，人権の意義・内容や重要性を理解し，

自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることができる児童生徒等を育成することを

進めています。 

○ 職員一人一人が人権教育の環境そのものであるという自覚と使命感をもち，全職 員が

一丸となって，Mom（「見つめる」「思いをめぐらす」「向き合う」）の基本姿勢 で児童

生徒と適切に関わりながら，児童生徒の自己実現を目指した学校づくりに取 り組んでい

ます。  

○ いじめや不登校等の問題や性的マイノリティへの対応等，児童生徒の人権に関する様々

な課題解決に資するため，学校，家庭，地域が一体となって，自尊感情の育成や人間関係

づくり等に取り組むことが必要です。 

 

◆ 主な取組 

○ 人権教育の全体計画・年間指導計画や共通実践事項等に基づいた実践について， 日常的

に点検・評価を行うことにより，人権教育の充実に努めます。 

〇 人権を取り巻く情勢が大きく変化していることを踏まえ，各種研修や人権教育研修資料

等の充実を図り，教職員等の人権意識の高揚や資質向上に努めます。 

○ 一人一人の児童生徒が，自分のよさや可能性を認識し，自尊感情を高めるとともに，あ

らゆる他者を価値のある存在として尊重することができる人権教育の指導内容・方法の工

夫・改善を図ります。 

○ 保護者や社会教育関係団体等の指導者への研修会を通じて，人権についての学びの場を

提供し，人権意識の高揚を図るとともに，学校での人権学習を肯定的に受容するような家

庭や地域の基盤づくりに努めます。 
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エ 体験活動の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 体験活動は，子供たちが達成感や成功体験を得たり，課題に立ち向かう姿勢を身に付け

たりしながら，一人一人が自らの課題を乗り越えつつ，他者と協働して成遂げる力などの

非認知能力を育む有効な機会です。  

○ 本町は，温暖な気候や豊かな自然，多様で豊富な食材や食文化，地域に根ざした伝統文

化などの地域資源を数多く有しており，各学校においては，多様な体験活動を実施してい

ます。 

○ 発展する情報化社会の中で，バーチャルな世界を通した間接的な体験が増加しており，

自然や生活文化等と直接ふれあう体験が減少する傾向にあります。今後，集団の中で体系

的・継続的な活動を行うことのできる学校という場のよさを生かし， 地域・家庭と連携・

協働して，体験活動の機会を確保していく必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 小・中学校等において，関係団体や関係部局と連携を図り，社会奉仕体験，自然体験，

勤労生産体験等とともに，郷土に伝わる行事への参加など地域の特性を生かした体験活動

の取組を推進します。  

○ 各学校における体験活動について，各教科等との関連付けや年間を通した活動の計画的

な実施，事前・事後の指導を確実に行うなどの改善・充実を推進します。 

○ 実施している自然体験活動や集団宿泊体験活動などの工夫・改善を図り，体験活動の充

実に努めます。 

 

 オ 読書指導の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 子供の読書活動は，言葉を学び，感性を磨き，表現力を高め，創造力を豊かなものに

し，人生をより深く生きる力を身に付けていく上で重要なものです。 

○ 町では「子供読書活動推進計画」を基に，家庭・地域・学校における読書活動を一層推

進しています。 
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○ 町内においては，全朝読書等の読書活動の時間を設定し，発達段階に応じた指導を行っ

ています。また，校内読書週間等の取組を行っている学校も多く，職員による読み聞かせ

や図書委員会による本の紹介等に取り組んでいます。しかし，読書量の個人差等の課題も

あります。 

 

◆ 主な取組 

 

〇 現在，町から各学校に配置している司書補については，学校図書館の整備及び児童生徒

の読書活動の推進に大きな役割を果たしていることから，今後も継続していく予定です。 

〇 「ブックモービル」事業を及び「サードブック」支援事業を継続し，児童生徒に読書の

楽しさを味わわせ，読書意欲の換気に努めます。 

○ 国語科の学習との関連を図りながら，友人等からの働き掛けを伴う，子供同士で本を紹

介するような活動を充実させます。 

○ 子供の読書活動の推進について広報・啓発を行い，社会的気運の醸成を図ります。 

○ 学校においては，朝の読書活動やボランティア等による読み聞かせ，読書週間など地域

や家庭と連携し，発達の段階に応じた読書活動の推進に努めます。 

○ 学校図書館において，蔵書の充実を図ることにより，児童生徒の「本に親しむ」環境の

整備に努めます。 

○ 学習や生活に役立つ本や資料を見つけ課題を解決したり，多くの本に触れ，読書の幅を

広げたりすることができるように学校図書館を活用した学習に努めます。 

 

 

 カ 文化芸術活動の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 個性豊かな文化の継承・発展・創造のためには，先人の残した文化的遺産の中に優れた

ものを見いだし，それを生み出した精神に学び，継承し発展させることが必要です。また，

国際社会で主体的に生きていくためには，我が国や地域の伝統や文化についての理解を深

め，それを尊重する態度を養う教育を充実することが重要です。さらに，豊かな心や感性，

創造性，感動する心などを育成するためには，子供の文化芸術活動を推進し，ウェルビー

イングの向上を図る必要があります。 

○ コロナ禍により，多くの学校で文化芸術活動が制限されたことなどを踏まえ，学校行事

等において，音楽や演劇等を鑑賞する機会の充実を図る必要があります。  
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◆ 主な取組 

 

○ 学習指導要領の趣旨を踏まえ，各教科等において我が国の伝統や文化芸術の理解に係る

取組を推進します。  

○ 子供たちが，優れた舞台芸術の鑑賞や文化芸術活動へ参加できる機会の充実に努めます。 

○ 図画や作文コンクール等への参加の奨励や美術館，博物館等で開催される特別展等の観

覧促進に係る取組に努めます。 

○ 学校行事等において，地域の伝統文化の鑑賞や参加の機会を促進します。  

○ 関係団体と連携を図りながら，町の実情に応じて学校部活動の地域連携や地域クラブ活

動への移行に向けた検討を行います。 

 

キ 食育の推進 

◆ 現状と課題 

  

○ 生産者，消費者，農林水産生産者団体，流通関係者，観光関係者， 消費者団体，学校

関係者，行政機関等が一体となり，学校，家庭，地域の連携・協力による食育の推進に取

り組んでいます。  

○ 現在，町内全ての学校において，栄養教諭が「食に関する指導」に参画しています。食

に 関する指導の全体計画に基づいた指導を推進するために，各学校に応じた体制づくり

について個別に指導し，今後も「学校給食を活用した食に関する指導の充実」を図る必要

があります。  

○ 学校給食における地場産物の活用も進んでおり， 毎年１月に実施している「鹿児島を

まるごと味わう学校給食」などの取組等を通して，県内産食材の更なる活用促進を図って

いるところです。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校における食育については，食に関する指導の全体計画や成果指標に基づき， 学校教

育活動全体を通した「食に関する指導」の充実を図ります。また，栄養教諭を中核として，

学校給食を活用しながら，栄養バランスや食事の重要性，心身の健康，食品を選択する能

力，感謝の心，社会性，食文化などの食に関わる資質・能力 の育成を図ります。 

○ 学校給食において，安心・安全な食材の使用や地場産物の積極的な活用を進めるため，

関係機関と連携を図るとともに，引き続き，地域における生産者や食に関する知識・経験
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を有する人材の活用を推進します。 

○ 児童生徒の食に関する知識や関心を高めるとともに，食に対する感謝の念や農林水産物

の生産・加工についての理解を深めるため，食農教育を推進します。  

○ 家庭や地域における食育の取組が推進されるよう，保護者等に対して，基本的な生活習

慣や望ましい食生活の在り方等について，積極的に働きかけ，啓発を図ります。 

 

ク 体力・運動能力の向上 

◆ 現状と課題 

 

○ 体力・運動能力の向上に当たっては，教科体育の充実を図ることはもとより，生涯にわ

たって運動に親しむ習慣を育むことが必要です。そのために，教科体育を中核として，授

業の充実を図るとともに，運動の特性に十分に触れさせ，興味関心を 高めるための機会の

創出を図っているところです。 

○ 体育授業の意識調査によると，体育授業を「あまり楽しくない」，「楽しくない」と回答

した児童生徒が一定数いることから，教員の指導力の向上を図るための研修の充実，体育

授業における外部指導者の活用を進めていく必要があります。  

○ 本町における児童生徒の体力・運動能力等の状況調査においては，全国平均よりもよい

結果となっています。また，運動時間の状況は，全国平均よりも高い傾向にありますが，

運動する子供としない子供の二極化の傾向が見られるという意見もあるため，運動を行う

ための機会を確保していく必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 教科体育の授業力の向上や 児童生徒の体力・運動能力の向上に資するために ，体育 ・ 

保健体育の学習内容の充実，カリキュラムや指導法等の研究に努めます。 

○ 「主体的・対話的で深い学 び 」がある体育授業を実践するために ，課題解決的な学習

の充実を図る中で，ＩＣＴ機器の活用やペア・グループ学習などを通して学び合いを充実

させるなど ，体育授業改善を図ります。  

○ 幼児期から運動に親しむ習慣を育み ，小学校での取組にげるために ，保こ小連携の在

り方について研究を重ねます。 

○ 運動することの楽しさや喜びを味わわせ，体力・運動能力の向上を図るために，体力・

運動能力調査の結果の活用と，「一校一運動」，「チャレンジかごしま」等への取組の充実・

改善を図るとともに，「運動好きな子供を育てる」指導者研修会等の研修会への積極的な参

加を促します。 
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○ 家庭・地域における子供の運動の習慣化・日常化を図るために，体力・ 運動能力の向上

に係るデータや資料を保護者に提供するとともに，学校と家庭や関係団体との連携を強化し

ます。  

 

ケ 健康教育の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 子供たちの生活習慣の乱れ，アレルギー疾患，性の問題行動や薬物乱用，感染症，メン

タルヘルスに関する課題など児童生徒の現代的健康課題が多様化・深刻化の傾向にあり，

このような様々な課題の解決を図るためには，生涯を通じて健康な生活を送る基礎を培う

ことを目指した学校における健康教育の充実が重要です。 

○ 本町では，う歯の治療率の低さが課題となっており，むし歯予防対策と併せて，う歯の

治療率の向上を推進する必要があります。  

○ 学校保健委員会への学校医や専門家等の参加回数を増やし，学校，家庭，地域，学校医

等を結ぶ組織としての学校保健委員会の機能を充実させ，児童生徒の健康づくりの一層の

推進を図る必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

〇 性に関する問題や喫煙・飲酒・薬物乱用，がん教育など，児童生徒の健康課題の解決に

向けて，関係機関等との連携を図るとともに，体育・保健体育科や特別活動などの授業を

中核として学校の教育活動全体を通じた保健教育を推進します。 

〇 食物アレルギーなど健康面で特別な配慮を要する児童生徒への対応については，医師の

診断に基づく学校生活管理指導表を活用するとともに，危機管理マニュアル等の整備や校

内研修の実施にる全職員で共通理解を図った上での組織的な体制の構築に努めます。 

○ 学校医や専門家等との連携をさらに深め，効果的な保健活動につなげるため，学校保健

委員会を支援し，その開催方法の工夫や内容の充実に努めます。 

○ 地域の実情を踏まえた学校保健の取組を推進するために，医師会，歯科医師会，薬剤師

会，保健所等の関係機関との連携を推進します。また，学校保健に関する各種研修会・講

習会においても，関係機関に協力を仰ぎながら，内容を充実させ，教職員の指導力向上を

図ります。 

○ 町学校保健会の活動その内容を充実させることで，保護者及び関係団体等への保健教育

に関する啓発を図ります。 

〇 町保健福祉課等との連携を密にし，乳幼児期から学童期に至るまでの健康教育，保護者

への啓発等を更に充実させていきます。 
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(2) 個々の能力を伸ばし，「生きる力」を育む教育の推進 

 ア 確かな学力の定着 

◆ 現状と課題 

 

〇 各学校では，教育基本法等の関係法令や学習指導要領の趣旨を踏まえ，基礎的・基本的

な知識及び技能の習得，思考力，判断力，表現力等の育成，学習意欲の向上や学習習慣の

確立等を図る教育が展開されています。  

○ 小・中学校における学力の状況としては，全国学力・学習状況調査において，ほとんど

の教科で全国平均を下回っており，特に，小・中学校等ともに思考力，判断力，表現力等

に課題が見られます。一方，「学びに向かう力，人間性等」の土台ともいえる自己肯定

感，主体性といった「非認知能力」についても全国平均を下回る項目があるなど，課題も

見られます。  

○ これからの予測困難な時代を生きる児童生徒には，未来に向けて自らが社会の創り手と

なり，課題解決などを通じて，持続可能な社会を維持・発展させていくため，これまで以

上に主体性，協働性，創造性といった資質・能力や，自ら問題を発見し解決していく力な

どが必要であるとともに，これらがウェルビーイングの向上に資するとの認識の下，その

育成に向けた授業改善が急務となっています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 多様な児童生徒の状況に応じた個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実のため，

１人１台端末を活用し，確かな学力の育成を図ります。 

○ 新しい時代に求められる資質・能力の育成に向け，学習者が主体となる「主体的・対話

的で深い学び」の視点からの授業改善を図るとともに，各学校で教科横断的な視点 から

のカリキュラム・マネジメントが実施されるような取組を推進します。  

○ 児童生徒がそれぞれの興味・関心や能力等を生かし，１人１台端末の持ち帰りにより個

別最適で質の高い学びにつなげるなど，家庭学習の充実を図ります。 

○ 学校，家庭，地域が学力や学習状況に関する調査等の結果に基づく課題を共有し，連携

して学力向上が図られるよう具体的取組を推進します。 

○ 小中一貫教育や小中連携によって義務教育９年間を見通したカリキュラムを作成するこ

とにより，より質の高い学校教育活動の実施や教職員の指導力向上を図ります。 
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 イ 特別支援教育の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ インクルーシブ教育システムの構築に向けて，障害のある子供と障害のない子供が可能

な限り同じ場で共に学ぶことを追求するとともに，一人一人の教育的ニーズに的確に応え

る指導を提供できるよう，障害の状態等に応じ，通常の学級，通級による指導，特別支援

学級など多様な学びの場において指導・支援が行われており，小学校等における特別な支

援を必要とする児童生徒への学びの場や指導体制は徐々に充実してきています。 

○ 学齢期の児童生徒の数が減少する中，特別支援教育に関する理解や認識の高まり等によ

り，早期からの就学相談・支援を必要とする幼児や特別な支援を必要としている小・中学

校等の児童生徒は年々増加しています。 

○ 多様な学びの場において，障害のある児童生徒の自立と社会参加に向けた力を確実に育

成するためには，市町村教育委員会や各学校における校内委員会等の更なる 機能化を図

るとともに，特別支援学校だけではなく，小・中学校を含めた全教員等の特別支援教育に

関する専門性の更なる向上を図る必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 障害のある幼児児童生徒に対する正しい理解と認識を図るために，全ての教職員が障害

や特別支援教育に係る理解を深める取組や，交流及び共同学習を積極的に推進します。 

○ 早期からの教育相談・就学相談体制の確立などの特別支援教育に関する取組を更に推進

する体制を整備するとともに，特別支援学校のセンター的機能の活用に努めます。 

○ 全ての学校等で，障害のある幼児児童生徒が，一人一人の教育的ニーズに応じた 指

導・支援を受けることができるよう，校長のリーダーシップの下，特別支援教育コーディ

ネーターを中心とした校内支援体制の構築や個別の教育支援計画，個別の指導計画，移行

支援シート等の作成・活用，基礎的環境整備・合理的配慮の提供等が行われるよう努めま

す。 

○ 通級による指導の充実と担当者の専門性の向上に努めます。 

〇 児童生徒や学校の実態に応じた特別支援教育支援員の適正な配置を進めます。 
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 ウ キャリア教育の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 児童生徒が，学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら，「社会的・職業的自

立」に向けて必要な基盤となる資質・能力を育成する取組を通じて，社会の中で自分の役

割を果たしながら，自分らしい生き方を実現していくキャリア発達を促進し，ウェルビー

イングの向上を図る必要があります。 

○ キャリア教育の意義や必要性については，学校だけでなく地域社会の意識も高まってい

ます。町内の中学校においては，職場体験学習を実施していますが，実施する際の事前・

事後の指導を充実させ，体験をその後の学びや将来設計に生かすことが必要です。 

○ 各学校では，企業経営者や多様な種の外部人材による講演会等を開催し，自分の生き方

について考える機会を設けています。講話や出前授業の実施を通して，企業等との連携を

深め，「学び」と「実社会」の結びつきを強める取組をさらに進める必要があります。また，

多様化する生き方に対応するような工夫も必要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 小学校から高等学校まで，自らの学習状況やキャリア形成を見通したり振り返ったりし

ながら、自身の変容や成長を自己評価する学習活動などを充実していくため に，「キャリ

ア・パスポート」の定着を図ります。 

○ 「キャリア教育の全体計画及び年間指導計画」を全ての学校で作成し，体系的・系統的

な取組を行います。 

○ 生徒がコミュニケーション能力を高め，に将来のキャリア形成を自ら考える契機となる

よう，中学校の職場体験学習について，事前・事後も含めた学習の充実に努めます。 

○ 小・中学校等において，学級活動を要としながら，教育活動全体を通したキャリア教育

を推進します。 

 

エ 産業教育の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 少子高齢化の進展に伴う生産人口の減少や，地方経済の縮小が進む中，地域や社会の持

続的な発展を担う職業人の育成が求められています。  
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○ 中学校の卒業予定者数が減少傾向にある中で専門高校への進学希望者を増やすためには，

専門高校の学びの魅力を小中学生に伝える必要があります。 

○ グローバル化や情報化など，予測困難で変化の激しい社会環境に対応し，新たな価値を

生み出していくために，常に学び続ける人材の育成が必要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 産官学連携によるインターンシップなどを受け入れる中で，勤労観や職業観の醸成を図

り，キャリア教育の推進に努めます。 

○ 授業や実習等でのＩＣＴ機器の活用により，情報活用能力の育成を図ります。 

○ 関係団体等と連携し，本町の産業等についての理解を進め，子供たちに，一人 一人が本

町の担い手であることの意識や変化に対応しながら常に学び続ける意欲を醸成します。 

 

オ 幼児教育の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることから，幼児

教育の内容の改善・充実を図るとともに，地域の幼児教育の質の向上を図るための取組の

推進が求められています。 

○ 粘り強さや意欲など，学びを支える非認知能力等を育むためには，保育所や認定こども

園（以下，「保育所等」という。）の区分や設置主体の違いに関わらず，全ての子供が幼児

期から質の高い教育を受けることが重要です。 

○ 保育所等では，保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領の趣旨に沿

った教育・保育に取り組むことに加え，「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛か

りに，小学校教育との円滑な接続を図るよう求められています。 

○ 世帯構造の変化や地域社会の変化に伴い，子育てについての悩みや不安を多くの家庭が

抱えながらも，身近に相談できる相手がいないなど，家庭教育を行う上での課題が指摘さ

れており，子育てに喜びや生きがいを感じ，子供のよりよい育ちを実現できるような子育

て支援が求められています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領の趣旨に沿った教育及び保

育が確実に実践されるよう，保育教諭，保育士に対する研修の充実を図り資質向上に努め
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ます。 

○ 保育所等と小学校等の教職員が協働し，「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛

かりとした連携がなされるよう，保小合同の研修を実施し，情報共有の促進や教育課程の

編成・実施等の取組の充実を図ります。 

○ 関係機関と保育園等，家庭，地域が連携し，施設の開放，保護者同士の交流，保護者に

対する子育てについての情報提供や指導・助言などの子育ての支援に係る取組を促進しま

す。 

 

カ 郷土教育の推進 

◆ 現状と課題 

○ 郷土を愛し，様々な分野で活躍する人材を育成するためには，郷土に関心をもち，郷土

について知ることが大切です。  

○ 伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重

し，国際社会の平和と発展に寄与する態度を養う郷土教育の推進が必要です。  

○ 郷土の歴史や先人の偉業についての正しい理解を図り，郷土への誇りを育てる教育を一

層充実する必要があります。  

○ 少子高齢化や人口減少等により，伝統芸能や集落の歴史等の継承が難しくなってきてい

ます。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 授業や学校行事等を通して，文化財などの郷土の素材を生かしながら，郷土の魅力につ

いて調べ，発表し合うなど，郷土に根ざした教育活動の一層の充実を図ります。また，郷

土の地理・歴史，伝統，文化，豊かな自然等について理解を深めさせるとともに，国旗・

国歌を尊重する取組に努めます。  

○ 各学校において，授業や学校行事等で，地域と学校がより連携し，地域に根ざした特色

ある郷土教育の取組が行われるようにします。  

○ 学校給食における地場産物の活用や，地域の郷土食等の提供などを通して，地域の文化

や伝統に対する理解と関心を深めます。 

○  「かごしまジュニア検定」や「南大隅ふるさと検定」について，児童生徒の受検を推奨

するとともに，関係機関との連携を図り，郷土教育の推進及び充実を図ります。  

○ 郷土教育資料「ふるさとの心」や「郷土の先人」，「不屈の心」など，郷土に関する資料

の充実を図るとともに，その活用を促し，道徳教育の充実を一層図るなど，郷土教育の充

実を支援します。  
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○ 郷土の豊かな自然，歴史，伝統，文化，産業などを生かした郷土教育の推進により，郷

土の素晴らしさに気付き，誇りをもつとともに，郷土を愛する態度を育み，地域の発展に

貢献しようとする青少年の育成に努めます。 

 

キ 教育の情報化の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ タブレット，ＰＣ等の１人１台体制の整備推進や校内ネットワークの充実など，国のＧ

ＩＧＡスクール構想の推進による教育環境の整備を図ります。 

○ 教育の情報化は，「ＧＩＧＡスクール構想」による児童生徒の１人１台端末や高速大容

量通信環境の整備も踏まえ，VUCA・Socity5.0時代と言われる急速に変化・発展するこれ

からの社会やその情報化への対応も求められています。また，スマートフォンやタブレッ

ト端末等を始めとする情報端末，SNSや生成ＡＩ等のサービスを活用する機会が増大する

中，ネット依存や睡眠時間，視力等に係る問題，著作権の問題，外部からの情報を適切に

判断し，ネット犯罪等において，被害者にも加害者にもならないための情報モラルの育成

など，早期からの体系的な指導を充実させる必要があります。学習指導要領においても，

「情報活用能力」は学習の基盤となる資質・能力の 一つとして明確に位置付けられ，「情

報や情報技術を受け身で捉えるのではなく，主体的に選択し活用していく力」や「情報技

術を手段として効果的に活用していく力」，「情報や情報技術を適切かつ安全に活用してい

くための情報モラル」 の育成の充実が必要です。 

〇 教育データやＩＣＴの効果的な活用は，やむを得ず学校に登校できない児童生徒への対

応に資するだけでなく，児童生徒一人一人に応じた学びの提供が可能になることと併せ，

教職員の校務（授業準備を含む）における負担軽減にもつながることから，さらに推進す

る必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

〇 県の教育の情報化に係る「推進プラン」を踏まえた施策の充実を図るとともに，生成Ａ

Ｉ等といった情報技術等の発達や教育の情報化の急速な進展状況を鑑み，随時，推進プラ

ンの充実・見直し等を行い，県全体で一体となって教育の情報化が推進できるように努め

ます。 

○ 教員のＩＣＴを活用した指導力を向上させる取組等を充実させます。 

○ 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実や主体的・対話的で深い学びの視点から
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の授業改善の実現に向け，各教科等において１人１台端末等を効果的に活用した授業や遠

隔教育システムを活用した授業等の実践を推進します。  

○ 生成ＡＩ等，技術の発達により新たに生み出された情報技術等の活用や留意点など，教

職員や児童生徒が適切かつ安全に活用することができるよう，教職員への研修や教職員や

児童生徒，保護者等への情報提供に努めます。  

○ ネット依存や情報モラル等について，児童生徒への指導を行うとともに，啓発資料の活

用や各種研修会への職員派遣などを通して，フィルタリングの設定や家庭内ルールの策定

に係る保護者への啓発に努めます。  

○ 小・中・高等学校の発達の段階を踏まえたプログラミング教育等の充実を図るととも

に，地域のデジタル人材等の積極的な活用に努めます。 

○ 教職員が授業や校務において，教育データ等を効果的に活用することにより，児童生徒

一人一人に個別に最適化されたきめ細かな指導，教員相互の情報共有や効率的な成績処理

などが行えるよう，支援体制の充実，環境の整備を推進します。  

○ 学校ウェブサイトやオンライン配信の活用などにより，保護者や地域等に教育活動など

を積極的に情報発信し，信頼される開かれた学校づくりに努めます。  

○ 学校における情報セキュリティの確保に取り組み，教師及び児童生徒が安心して学校で

ＩＣＴを活用できる環境の整備に努めます。 

 

ク 国際理解教育の充実 

◆ 現状と課題 

○ グローバル化の一層の進展が予想される中，日本人としての自覚を持ち，他国を尊重し，

国際社会の平和と発展に寄与する態度や，コミュニケーション能力，主体性・積極性や異

文化理解の精神等を身に付け，様々な分野でグローバルに活躍できる人材を育成するため，

国際理解教育を推進することは重要です。 

○ 各学校では，外国語教育の充実が図られ，ALT とのティーム・ティーチングによる授業

などを通して，児童生徒の実践的なコミュニケーション能力を高めるなどの取組が広がっ

ています。また授業中における生徒の言語活動を増やし，生徒の英語力を高める必要があ

ります。 

○ 学習活動の中では，体験活動や交流活動に加え，他を尊重し，自分の考えや思いを発信

するなどの活動を充実させる必要があります。 

 

 

◆ 主な取組 
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○ 小学校における外国語活動及び外国語科の指導を充実させるとともに，中学校とのスム

ーズな接続や校種を超えた系統的な授業づくりを推進します。 

○ 小・中学校において，外国語による言語活動を通してコミュニケーションを図る資質・

能力を身に付けられるよう，主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善を図るとと

もに，総合的な学習の時間等において，国際理解に関する学習などの充実を図ります。 

○ ＡＬＴ等との交流を深めたり，授業中における言語活動を増やしたりするなど，児童生

徒が外国語を使ってコミュニケーションをとる機会の提供を推進します。 

○ 我が国や外国の文化や習慣などを比べたり，調べたり，体験したりしたことについて，

議論や発表するなどの幅広い学習活動の展開に努めます。 

 

ケ 消費者教育の充実 

◆ 現状と課題 

○ 近年，消費者を取り巻く社会経済状況は厳しく，消費生活と経済社会との関わりが，グ

ローバル化，高度情報化の進展等により多様化・複雑化し，地域・家族のつながりが弱ま

るなか，消費者被害も多様化・深刻化しています。 

このような中で，児童生徒の発達の段階を踏まえ，消費生活についての基礎的な知識や

基本的な考え方を習得させることによって，資源や環境に配慮し，消費者として適切に意

思決定する能力や，責任をもって行動できる能力を育成することが求められています。 

○ 学校では，学習指導要領に基づき，物やお金の大切さに気付かせるとともに，計画的な

使い方などの消費生活や消費者の権利と責任などについて学習しています。 

また，クレジットカードの安易な使用や消費者金融への依存による多重債務や自己破産

が社会問題化していることを理解させるとともに，消費者トラブルの未然防止や自立支援

なども含めた消費者行政等についても学習しています。 

 

◆ 主な取組 

 

〇 小・中学校において，社会科や家庭科を中心として，消費者教育を教育課程に位置づけ，

教科横断的な視点での取り組みを推進します。 

○ 物の大切さ，勤労の価値と意義，健全な金銭感覚，金融の仕組み，消費者保護等につい

て理解させ，消費者として主体的に判断し，責任をもって意思決定できるよう，児童生徒

の発達の段階に応じた指導計画の作成や教材の活用，教職員の指導力の向上に努めます。 

○ 関係機関と連携し，金銭教育及び金融教育に関する研究を推進します。 

○ 情報機器等を利用した消費者トラブル等について，啓発資料の活用等を通して児童生徒
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の指導や保護者への啓発を推進します。 

コ 主権者教育の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 主権者として，将来の予測が困難な時代において，未来に向けて自らが社会の創り手と

なり，持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識の涵養や，よりよい社会の実現に向け

て課題を主体的に解決しようとする態度の育成が必要です。 

○ 公職選挙法の改正に伴う選挙権年齢引下げをうけ，満18歳を迎えた高校生が，有権者と

して適切に行動できるよう，発達の段階において計画的な指導が行われています。 

○ 学校では，学習指導要領に基づき，主体的に社会の形成に参画しようとする態度や多面

的・多角的に考察し公正に判断する力を育成するとともに，副教材を活用した学習を行っ

ています。 

○ 主権者として，持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識の涵養や，よりよい社会の

実現に向けて課題を主体的に解決しようとする態度の育成が必要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 各学校において，主権者教育を教育課程に位置づけ，教科横断的な視点で取り組み，地

域の課題解決を社会の構成員の一員として主体的に担うことができる力の育成を推進しま

す。 

○ 各教科，総合的な学習（探究）の時間，特別活動等において，地域課題に関する学習，

租税や財政の学習，法に関する学習などについて，関係機関と連携し，模擬投票などの体

験型の学習や出前授業等の主権者教育を計画的に実施します。  

○ 児童生徒が主体的に判断し，責任をもって意思決定できるよう発達の段階に応じた指導

計画の作成や教職員の指導力の向上に努めます。 

 

サ 社会の変化に対応した教育の推進 

(ｱ) 環境教育 

◆ 現状と課題 

 

○ エネルギー・環境問題は，人類の将来の生存と繁栄にとって重要な課題であり，教育基

本法に，教育の目標として「生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を

養うこと」が規定されています。 
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○ 「鹿児島県環境教育等行動計画」に基づき，「豊かな自然との共生と地球環境の保全」

を担っていく人材の育成を図るための環境教育を推進しています。 

○ 学校においては，自然の豊かさとそれを支える地球環境，開発と環境保全とのバラン

ス，環境に配慮した消費生活等について学習しており，ゴミの分別やリサイクル活動，環

境美化活動等，体験的な活動を実施しています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 各教科や総合的な学習の時間，総合的な探究の時間，特別活動などの授業における学習

やリサイクル，ごみの分別など日常生活における活動等，教育活動全体を通して，環境保

全活動及び環境教育の充実・推進を図ります。 

○ 地域の環境保全への参加意識を育てる環境美化活動の充実を図ります。 

○ 環境教育を推進するための核となる人材の育成を図ります。  

 

   (ｲ) 福祉教育・ボランティア活動 

◆ 現状と課題 

 

○ 児童生徒が乳幼児や高齢者及び介護を必要とする人の気持ちにふれたり，生活上の困難

さを体感したりして，福祉や介護への関心を高め，よりよい生き方を目指していくことは

極めて重要です。今後一層の高齢化が進行する中で，一人一人の児童生徒に対して福祉や

介護に関する問題意識を身に付けさせる取組を進め，ウェルビーイングの向上を図ってい

くことが必要です。 

○ 総合的な学習の時間等で福祉施設の訪問活動等を実施している学校もあり，家庭科や社

会科でバリアフリーやボランティア活動などの学習を行っている学校もあります。 

○ 学校教育においては，児童生徒の発達段階に応じて福祉についての正しい理解を深める

ことが重要であり，各教科等で社会福祉についての理解を深める指導を行うとともに，思

いやりの心，社会奉仕の精神などの育成を図ることが求められています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 児童生徒の発達の段階に応じ，乳幼児・高齢者・障害者に対する思いやりの心などを醸

成するための指導計画作成や教職員の指導力の向上に努めます。 

○ 関係団体や地域の福祉施設等との連携により，福祉・ボランティアに関する体験活動の

更なる充実を図ります。 
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(3) 信頼され，地域とともにある学校づくりの推進 

 

 ア 地域に開かれた学校づくり 

◆ 現状と課題 

 

○ 教職員による学校の自己評価及び保護者等による学校関係者評価の実施・公表により，

開かれた学校づくりの推進とＰＤＣＡサイクルの充実・改善が求められています。 

○ 全ての学校において自己評価，学校関係者評価を行っています。また，その結果は公表

されています。 

○ 「地域が育む『かごしまの教育』県民週間」は，町内の小・中学校で取組が行われ，毎

年多くの町民が参加する活動となっています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 各学校が，評価結果の公表など積極的な情報公開やその結果に基づく各教科の授業改善

をはじめとする学校運営の改善を図る取組を推進します。 

○ 学力や学習状況に関する調査等の結果をもとに，各学校が校内におけるＰＤＣＡサイク

ルを構築し，アクションプランを作成・実施し，成果や課題を把握しながら，計画的，具

体的な改善を行うよう指導します。また，公表することにより，学校，家庭，地域が学校

の課題を共有し，連携して学校改善が図られるよう具体的取組を推進します。 

○ 11月１日から７日までを地域が育む「かごしまの教育」県民週間として設定し，この週

間において各学校で授業参観等を実施するなど，開かれた学校づくりの取組を推進しま

す。 

○ カリキュラム・マネジメントに関する研修をとおして，学校教育に関わる様々な取組

を，教育課程を中心に据えながら組織的かつ計画的に実施し，教育活動の質の向上につな

げます。 

 

 イ 学校運営の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 公立学校の運営は，関係法令に基づき，教育委員会及び校長の権限と責任の下で行われ

ています。 
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○ 管理職の資質向上を図るため，新任・経験者研修のほか，小・中学校等は教育事務所単

位及び本町での研修を実施しています。 

○ 「令和の日本型学校教育」の実現に向け，適切な教職員配置に努めています。 

○ 各学校の教育目標が達成されるためには，体系的な教育が組織的に行う必要がありま

す。そのため，管理職には，社会の要請に的確に対応できる明確なビジョンのもとで指導

力を発揮することが求められています。 

○ 学校における課題が複雑化・多様化する中，学校の役割は拡大せざるを得ない状況とな

っており，一方で教員の長時間勤務という形で表れています。 

○ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進により，学校と地域住民が連

携・協働することで，子供たちの学びの場を学校から地域社会に広げ，次世代の社会の担

い手としての成長を支えていくことが求められています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 心身ともに健康で，今日的課題に対応できる明確なビジョンや実践的指導力をもち、社

会の要請に的確に対応できるよう管理職を養うための研修の充実を図ります。 

○ 「チーム学校」としての教育体制の整備を推進するとともに，教職員への研修等を実施

し，組織的な体制により児童生徒のための支援を行います。 

○ 学校事務のより一層の効率化を進め，事務職員の主体的・積極的な校務運営への参画を

推進します。 

〇 スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカーなどの支援スタッフの充実と活用

を促進します。 

○ 学校評価等により，学校運営の改善や学校組織の活性化等を推進します。  

○ 小中一貫教育や小中連携を推進し，更なる学びの充実を図ります。 

○ 「社会に開かれた教育課程」の実現のために，コミュニティ・スクールの導入を進め，保

護者や地域住民等と情報や課題を共有し，共通の目標やビジョンを設定し，「地域とともに

ある学校づくり」を進めます。 

 

ウ 学校における働き方改革の推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 学校における課題が複雑化・多様化する中において，学習指導要領を踏まえた教育課程

等を確実に実施し，質の高い教育を持続発展させるためには，学校における働き方改革を，

実質的かつ着実に推進していくことが必要不可欠です。 
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○ 本県においては，平成 31年４月から３年間｢学校における業務改善アクションプラン」

に取り組むとともに，「在校等時間の上限等に関する方針」に基づいた取組を行ってきまし

た。  

○ 教職員の勤務時間管理については，各学校において統合型校務支援システムやタイムカ

ードなどの導入により，客観的な在校等時間の把握に努めています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校・教師が担う業務の適正化を図るため，３分類に基づく，具体的な対応策の好事例

に関する情報を教育委員会と各学校で共有します。 

○ 教育課程について，各学校が地域の実情等も踏まえ，学校行事の精選・重点化，準備の

簡素化・省力化を含め，改善を図ります。 

○ ペーパーレス化や研修のオンライン化など，各学校だけでなく，教育委員会も含めて工

夫・改善を行うとともに，優良事例等について，積極的な情報提供や共有を行い，校務の

DX化を進めます。 

○ 学校運営協議会において，学校・家庭・地域の連携・協働による業務改善を進めます。 

○ 在校等時間の把握方法等の改めての周知・徹底を図ったり，各校の状況を把握したり

するなど，取組状況の「見える化」を進めます。 

 

エ 教職員の資質向上 

◆ 現状と課題 

 

○ 児童生徒が，基礎的・基本的な学力を含め，心豊かにたくましく生きる力を身に付ける

とともに，それぞれの個性や能力を伸ばすような教育が行われるよう，教育者としての使

命感や責任感，教育の専門家としての確かな力量など，教職員の資質を総合的に向上させ

ることが求められており，このことが，信頼される学校づ くりにもつながります。 

○ 教職員の資質向上を図るため，かごしま県教員等育成指標及びかごしま県教員等 研修

計画を踏まえ，養成，採用，研修の各段階での取組の充実を図っています。今後も主体的

に学び続ける教職員を育成するため，課題に応じた研修を充実させていく必要がありま

す。 

○ 学校職員の服務規律の厳正確保については，本県教育界をあげて取り組んでいますが，不

祥事の根絶には至っていません。学校職員一人一人が教育に携わる者としての自覚を堅持

できるよう指導と研修の充実に努めています。 
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◆ 主な取組 

 

○ 適正な人事評価を行うため，管理職研修会において，評価者としての資質向上を図りま

す。 

○ 教師の質の向上を図るため，デジタル技術の活用を含めた教員研修の高度化を進め，教

師の個別最適な学びや協働的な学びを支える取組を推進します。 

○ かごしま県教員等研修計画に基づき，研修履歴の確実な記録を行うとともに，管理職と

の対話に基づいた研修の受講奨励が行われるように努めます。  

○ かごしま県教員等育成指標の理解促進を図り，教職員のライフステージに応じた各種研

修の改善・充実に取り組むとともに，オンラインによる研修も活用しながら，校内研修や

総合教育センターの機能を生かした研修の高度化を図ります。  

○ 児童生徒性暴力，ハラスメント等の根絶に向けて，教育委員会等の研修を行います。 

 

オ 安全・安心な学校づくり 

◆ 現状と課題 

 

○ 学校施設は，児童生徒等が一日の大半を過ごす学習・生活の場であり，児童生徒の｢生

きる力｣を育むための教育環境として重要な意義をもつだけでなく，地震などの災害発生

時には地域住民の応急避難場所としての役割も果たすことから，その安全性の確保は極め

て重要です。 

○ 本町の公立学校施設の建物構造体の耐震化率は100％であり，今後は施設の老朽化対策

が必要となっています。 

○ 本町全ての学校においては，東日本大震災の教訓等を踏まえ，様々な災害を想定して，

校内の防災体制を整えるとともに，児童生徒が安全かつ迅速に避難できるよう避難訓練等

を実施しているところです。今後も引き続き児童生徒に対し，様々な災害に応じた避難方

法等を理解させるとともに，児童生徒自らが正しい判断と臨機応変の行動がとれるように

指導する必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校施設を長期にわたり有効に活用するため，老朽化した学校施設の適時適切な改築や

改修整備を行うとともに，建物法定点検等により，施設の安全確保を図ります。 

○ 交通安全教室や各種避難訓練等の実施により，児童生徒に危険予測・危険回避能力を身
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に付けさせるための安全教育を積極的に推進します。 

○ 全ての学校において，実態に応じた危険等発生時対処要領を作成するとともに，随時見

直しを図り，最新の情報に更新するよう努めます。 

○ 学校と家庭，地域が連携して，児童生徒自ら緊急時に正しい判断と臨機応変の行動がと

れるような指導体制の充実に努めます。 

○ 警察等と連携し，不審者情報等児童生徒の安全に関する情報を共有し，事件，事故から

の安全確保を図ります。 

 

カ 「学びのセーフティネット」の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 家庭の経済状況に関わらず，全ての子供が質の高い教育を受けられるよう，切れ目のな

い経済的支援や学習支援等の総合的な対策を進めることが重要です。 

○ 経済的困難を抱える家庭の子供もしっかりとした学力を身に付けることができるよう，

学校を子供の貧困対策のプラットフォームと位置付け，学校教育による学力保障を図ると

ともに，学校を窓口とした福祉関係機関等の担当者との連携，幼児期から高等教育段階ま

での切れ目のない経済的支援，地域住民等の協力による学習支援等の総合的な対策を進め

ることが求められています。 

○ 本県の就学支援制度の対象となっている小中学生の割合は，全国平均よりも高い状況で

す。本町においては，独自の奨学金制度を実施するなど，制度の拡充などを行っていると

ころです。 

○ 戦後の混乱期等で義務教育段階の学びが十分でない者，不登校等の理由により十分な教

育を受けられないまま卒業した者等に対して，夜間中学などの就学機会を提供することが

求められています。 

○ 日本語指導が必要な児童生徒は，令和３年度文部科学省調査では，全国で５万人以上で

あり，今後，児童生徒の実情に応じた支援が必要となってくることが考えられます。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 義務教育に係る教育費について，就学支援制度の更なる周知を図っていきます。 

○ 今後も引き続き，学校給食費の助成の充実に向けた取組を行っていきます。 

〇 経済的な理由により，就学に影響が出ないよう的確な実態把握と必要な支援を推進しま

す。また，奨学資金については，貸付金の確実な回収により安定した基金運用を図り，就

学支援を推進します。 
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○ 子供の貧困対策については，学校をプラットフォームとした総合的な対応を図るため，

福祉等の関係部局やスクールソーシャルワーカーなどの専門家と連携しながら，学校・保

護者に対して，支援事業や教育相談等の情報発信を行います。 

○ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーとの連携を強化し，児童生徒の置

かれた様々な環境の問題へより効果的な対応ができるように努めます。 

 

(4) 地域社会全体で子供を守り育てる環境づくりの推進 

 

ア 地域を支える次世代の人づくり 

◆ 現状と課題 

 

○ 本県及び本町には，地域住民同士の結びつきや助け合いの精神が残っていることに加

え，教育を大事にする伝統があり，各地域において，各種団体等による子供の育成に関す

る様々な活動が行われています。 

○ 本町では，異年齢による子供会，ジュニア・リーダークラブ等が活動していますが， 

少子化による会員の減少，部活動やスポーツ少年団との両立などの課題があります。 

○ 全ての学校が学校運営協議会をもつコミュニティ・スクールとなっています。また，地

域学校協働活動の推進により地域と学校が連携・協働して活動できる体制が構築されてき

ています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 地域学校協働活動を推進するための体制を整備します。 

○ 「青少年育成の日（毎月第３土曜日）」の取組を生かしながら，家庭・学校・職場・地

域が一体となった青少年の健全育成を推進します。 

〇 学校，スポーツ少年団等各種社会教育団体との連携をより一層推進し，地域における

様々な行事に参加できるよう調整を図り，子供，親それぞれの研修会や講演会の開催，親

子の触れ合いを主体とした事業等を実施します。 

〇 地域に伝わる伝統芸能等に触れるとともに，次代を担う意識の醸成を図る意味におい

て，伝統芸能伝承活動に参加できるよう，地域の保存伝承団体との連携を促進します。 

〇 小学校高学年から高校生までの各世代に渡り，ジュニアリーダー養成のための自主研修

並びに各種研修機関における研修会に積極的に参加し，併せて大人の育成者，指導員等の

養成と現在活動中の地域のリーダーの資質向上のための研修会を実施します。 
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○ 優れた知識や経験，技術等を持った地域住民が学校教育活動に参画したり，子供たちが

放課後や休日等に学習活動や体験活動等に参加したりする取組を推進します。 

〇 「南端まちづくり活動」を継続・充実させていきます。 

 

イ 地域ぐるみでの安全・安心な環境づくり 

◆ 現状と課題 

 

○ 本町においては，各学校に地域住民によるスクールガード（ボランティア）が組織さ

れ，地域ぐるみで子供たちの安全を見守る取組が進められています。また，スクールガー

ド・リーダーが定期的に巡回し，登下校時の安全確保に努めています。 

○ 子供の見守り活動が形骸化することがないよう，ＰＴＡ，地域住民，警察をはじめとす

る関係機関等やスクールガード・リーダー等との緊密な連携を図り，地域や団体の範囲を

広げ，学校，保護者，地域が一体となった安全管理体制の一層の充実に努める必要があり

ます。 

○ 学校や通学路における登下校中の交通事故や地震・風水害等の自然災害，学校内外での

不審者による事案等に対する更なる危機管理の充実が求められています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校・家庭・地域・警察等の関係機関が連携して，地域全体で子供の安全を見守る体制

の整備に努めます。 

○ スクールガードや地域の防犯ボランティア団体等を対象とした研修会に積極艇に参加

し，児童生徒の事件・事故防止に努めます。 

○ 警察等と連携し，不審者情報などの児童生徒の安全に関する情報の共有を図り，事件・

事故の未然防止に努めます。 

○ 交通安全教室や避難訓練等の実施により，児童生徒に危険予測・危険回避能力を身に付

けさせるための安全教育を積極的に推進します。 

○ 各学校で作成している「学校安全マップ」等について，適宜その見直しを図るととも

に，学校，家庭，地域，警察，自治体の関係部局等の関係機関が連携し，学校や地域の実

情に応じた児童生徒の安全確保体制の強化の推進を図ります。 
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ウ 家庭教育支援の充実 

◆ 現状と課題 

 

〇 家庭は，「子供たちの健やかな育ち」の基盤であり，家庭教育は全ての教育の出発点と

言われています。 乳幼児期からの親子の愛情による絆で結ばれた家族との触れ合いを通

じて，子供が基本的生活習慣・生活能力，人に対する信頼感，豊かな情操，他人に対する

思 いやりや善悪の判断などの基本的倫理観，自立心や自制心，社会的なマナーなどを身

に付ける上で，家庭は重要な役割を担っています。 

○ 共働き家庭やひとり親家庭の増加，地域社会のつながりの希薄化など，家庭を取り巻く

環境が変化する中，子育ての悩みや不安を抱えたまま保護者が孤立してしまうなど，家庭

教育が困難な現状が指摘されています。 

○ 本県では，全ての家庭が円満で明るい家庭をつくれるよう，広く県民の自覚と意識の高

揚を図ることを目的として，全国にさきがけ，昭和 40 年から毎月第３日曜日を「家庭の

日」と定めており，近年，家庭の教育力の重要性は増しています。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 地域の実情に応じた地域ぐるみの家庭教育支援の取組が広がるよう，家庭教育啓発資料

を活用し，地域全体で家庭教育を支援していく気運の醸成を図ります。  

○ 家庭教育学級等における保護者の参加促進や，子供の年齢に応じた研修の充実等を図り

ます。  

○ 学校と社会教育団体の連携を促進し，子育て講演会や家庭教育講演会等の実施による子

育てや家庭教育に関する情報提供，情報交換を推進します。 

○ 教育・福祉・医療をはじめ，関係機関・団体・企業等と連携・協働し，それぞれの分野

の有する特徴や専門性を生かして，課題を抱えている家庭等への支援の充実を図ります。 

○ 本県の良き伝統である地域社会での人と人とのつながりや「家庭の日」の取組を生か

し，家庭教育に関する取組を地域全体で推進します。 

○ 「青少年育成の日」や「家庭の日」（毎月第３日曜日）の取組を生かしながら，家庭教

育に関する取組を地域全体で推進します。 

○ 教育・福祉・医療をはじめ，関係機関・団体・企業等と連携し，それぞれの分野の有す

る特徴や専門性を生かして，課題を抱えている家庭等への支援の充実を図ります。 
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(5) 生涯を通じて活躍できる環境づくりとスポーツ・文化の振興 

 

 ア 生涯学習環境の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 人生100年時代を見据え，全ての人のウェルビーイングの実現のためにも，個人や社会

の課題の解決につながる学習機会が保障され，学ぶことで充実感を得て継続的な学びにつ

ながるよう，生涯学び，活躍できる環境を整備する必要があります。 

○ 全ての人が，障害の有無にかかわらず共に学び，生きる共生社会を実現するため， 障

害者の生涯学習の充実に向けて，学習機会の提供や学習環境の整備を図る必要があります。 

○ 公民館活動など様々な取組を通して生涯学習の充実に努めていますが，学習ニーズや現

代的課題等に応えるための学習機会の提供や学習情報の提供を行っていく必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 町民のニーズに対応した，学習機会を提供し，障害の有無にかかわらず，生涯にわたっ

て学び続けられる環境をつくります。また，ＩＣＴ機器等を活用した多様な学習機会の提

供も推進します。 

○ 図書館や公民館等の社会教育施設における講座や研修会の充実を図ります。特に，地域

における生涯学習の拠点であり，地域づくりの拠点でもある公民館の活動を支援します。 

○ 町民がそれぞれの学習履歴を確認したり，学習成果を幅広く生かしたりできるようにし

ます。 

 

 イ 生涯スポーツの推進 

◆ 現状と課題 

 

○ 全ての町民が，いつでも，どこでも，だれでも，それぞれの関心や適性に応じて，生涯

に渡って主体的にスポーツに親しむことは，体力の向上や健康の保持増進はもとより，明

るく豊かで活力ある生活の実現につながることから，生涯スポーツの推進を図ることが必

要です。 

○ 本県が提唱する「第２期マイライフ・マイスポーツ運動」の趣旨に沿って，スポーツの

楽しさや感動を味わい，生涯にわたって健康で活力ある生活を実現することを目指した取
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組を展開しています。 

○ 週１回以上のスポーツ実施率を向上させるために，スポーツ活動を促進する更なる取組

やビジネスパーソン世代が気軽に取り組むことができる環境づくりが必要です。 

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」を一過性のスポーツイベントに終わらせず，

広くスポーツを普及・振興し，町民の健康増進や体力向上を図り，スポーツを生かした地

域づくりを推進することが必要です。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 関係部局との連携を充実させることを通して，生涯スポーツの普及・啓発活動に努めま

す。また，各種イベント等において体験・交流の場を設定したり，スポーツ情報の提供を

したりするなど内容を工夫し，より多くの町民が参加できるように努めます。 

〇 スポーツ推進委員を中心とした社会体育に携わる指導者育成のための各種研修会に積極

的に参加し，指導者の養成と資質向上に取り組みます。 

○ 地域のスポーツ活動の拠点となるコミュニティスポーツクラブの育成及び質的充実に努

めます。 

〇 次代を担う青少年の健全育成の一環として，スポーツ少年団の本来の活動の在り方を再

認識するための指導者・育成母集団相互の研修機会を確保し，健全な活動実践に取り組み

ます。 

○ 社会体育施設の整備改修を進め，町民がより利用しやすいスポーツ環境の整備に努めま

す。 

〇 Ｂ＆Ｇ海洋センター施設の活用を充実させます。 

 

ウ 文化芸術活動の促進と鑑賞機会の充実 

◆ 現状と課題 

 

○ 地域によって文化芸術に接する機会に差があり，日常的に文化芸術に親しめる町の現状

に応じた文化施設等の検討が必要です。 

○ 文化芸術を将来にわたって継続的に発展させていくためには，本町の特長を生かして文

化芸術を支える人材を育成する必要があります。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 学校教育活動を工夫するなどして，子供の頃から身近な場所で良質で多様な文化芸術を
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鑑賞し，体験できる機会を多くもてる環境づくりを推進します。  

○ 町民，身近なところで主体的に文化芸術活動に取り組めるよう，活動成果を発表する場

の提供や文化芸術活動に対する支援を図ります。  

○ 新学習指導要領の趣旨を踏まえ，各教科等での文化の理解に係る取組を推進します。 

○ 図画や作品コンクール等への参加を促進します。 

 

エ 地域文化の継承・発展と地域づくりへの活用 

◆ 現状と課題 

○ 本町には，郷土芸能や伝統行事，方言，史跡など，多くの文化資源がありますが，少子

高齢化・過疎化による担い手不足などにより，保存・継承が難しくなっています。 

○ 文化芸術により生み出される様々な価値を継承，発展及び創造に活用していくことが重

要です。このため，歴史的遺産や芸術作品，県有文化施設，地域に残る伝統文化や食文化

などの文化資源を生かし，観光・まちづくりなどと一層連携を図っていく必要があります。 

〇 子供たちをはじめ，町民が郷土の歴史や身近な文化財に触れ，学び，親しむことなどに

より，郷土を愛する心を醸成することが求められています。 

 

 

◆ 主な取組 

○ 地域固有の豊かな文化資源を活用し，郷土に誇りを持つ心を醸成するとともに， 郷土ゆ

かりの芸術作品や史跡，郷土芸能，伝統行事，郷土料理等の歴史・文化の保存・継承や，

これらを生かした地域づくりの促進など，観光資源としての魅力向上，まちづくりへの活

用等に取り組みます。  

○ 郷土芸能や伝統行事等に接する機会を増やし，子供の参加を促進するとともに，関係団

体や地域の高齢者などと連携して，それらの継承を図ります。  

〇 特色ある学校づくりや学校行事，総合的な学習時間等において，地域の伝統文化の鑑賞

や身近な文化財の活用を促進します。 

〇 文化協会を中心に文化活動に取り組む人々の活動促進を図るため，活動発表の場を増や

し，内容の充実を図ります。 

〇 「南大隅町ふるさと検定」を通して郷土のよさの発見と周知に取り組みます。 
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オ 文化財の保存・活用 

◆ 現状と課題 

 

○ 本町には，様々な郷土芸能や伝統行事，史跡など多くの文化財があり，地域や町民共有

の貴重な財産として守り伝えられてきています。 

○ 子供たちをはじめ，県民が郷土の歴史や身近な文化財に触れ，学び，親しむことなどに

より，郷土を愛する心を醸成することが求められています。  

○ 文化財を将来へ保存・継承していくためには，適切な記録とその保存，専門家等による

現況の確認等が必要です。また，過疎化，文化財所有者等の高齢化による担い手不足など

により，失われつつある地域の文化財の保存・継承が課題です。 このことから，地域社会

全体で 適切な保存・継承につなげていくための取組が必要です。 

○ 文化財を活用した教育・地域振興・観光振興等の様々な期待に応えるために，文化財の

価値を的確に伝えることが求められます。また，学校教育においては，文化財を郷土教育

の素 材として取り入れるなど，郷土教育の充実が求められます。 

 

◆ 主な取組 

 

○ 郷土にある文化財の幅広い保護，文化財を生かした郷土に誇りを持つ心の醸成や地域づ

くりの促進，観光資源としての魅力向上，文化財を地域のよりどころとして，文化財の保

存・活用に地域社会全体で取り組める環境づくりを推進します。  

○ 文化財愛護思想の普及による地域社会全体での文化財の保存と継承を図ります。 

○ 目的に応じた適切な補助事業・助成事業の活用により，計画的な文化財の保存・ 活用を

図ります。  

○ 文化財を郷土教育の素材として取り入れるなどして，郷土教育の充実を図ります。 
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１ 教育行政の着実な推進 

 教育委員会制度については，教育委員長と教育長の間で責任の所在が不明確であることなど

の課題があったことから，平成 26年６月，「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改

正され，新しい教育委員会制度がスタートしました。 新しい制度では，教育行政の責任の明確

化を図るため，教育委員会を代表する委員長と事務局を指揮監督する教育長を一本化した新た

な責任者（新教育長）の設置や，教育委員による新教育長へのチェック機能の強化のほか，地

方公共団体の長による，教育，学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（教育大綱）

の策定や総合教育会議の設置などが盛り込まれました。今後も，教育委員会の機能強化・活性

化や教育委員会と知事部局の連携等の推進に努めます。 

 

２ 学校・家庭・地域・企業等との連携・協働   

子供の健全育成をはじめ，教育の目的を実現する上で，学校，家庭，地域は大きな役割を担

っており，これら三者がそれぞれ，子供の教育に責任をもつとともに，相互に緊密に連携・協

働して取り組むことが重要です。  

また，家庭・地域に加え，企業等との連携・協働による，学校外の多様な担い手による学び

の提供や多様な支援体制の確保は，子供たちのウェルビーイングを育む上で重要な役割を果た

します。これら学校・家庭・地域・企業等がそれぞれの役割を果たし緊密な連携・協働が図ら

れるよう，様々な取組を推進します。 

 

３ 関係部局・関係機関との連携・協力 

多岐にわたる教育課題に対応するためには，知事部局，大学やＮＰＯ法人，その他の関係機

関等との連携・協力が必要です。知事部局とは，食育の推進，特別支援教育，環境教育，文化・

芸術の振興，青少年育成などにおいて，担当する部局との連携・協力を図ります。また，大学

等とは，高度な専門性とその機能を活用してキャリア教育なども含めた産官学の積極的な連携

を図ります。 

 

４ 国・県との連携・協力 

教育における国と地方との役割等について，教育基本法第 16条第１項では，「教育行政は，

国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の協力の下，公正かつ適正に行われなければな

らない。」と規定されています。教育における国の役割については，同条第２項で，「国は，全

国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため，教育に関する施策を総合的に策定し，

 第５章 計画の実現に向けて 
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実施しなければならない。」と規定され，また，同条第３項で，「地方公共団体は，その地域に

おける教育の振興を図るため，その実情に応じた教育に関する施策を策定し，実施しなければ

ならない。」と規定されています。  

また，県とはお互いの役割分担のもと，一体となって教育行政を推進してきました。今後も，

課題を共有し，取組についての情報交換などを通して，連携・協力を図ります。 

このように，国や県と連携しながら，教育行政に取り組んできたところですが。今後もより

一層の連携・協力を図り，教育行政の充実を目指します。 

 

５ ＩＣＴの効果的活用 

 これからの社会においては，社会全体のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）， メタ

バース活用，Web3.0等の推進に向けた環境整備が加速していく中で，教育の分野においてＩＣ

Ｔを活用することが特別なことではなく「日常化」するなど，デジタル化を更に推進していく

ことが不可欠です。１人１台端末の持続的な活用に取り組むとともに，校務の情報化の推進，

ＩＣＴ支援員の効果的活用，教職員のＩＣＴ活用指導力の向上等，ＧＩＧＡスクール構想を更

に推進していきます。 

 

６ 計画の進捗状況の確認 

この計画を効果的かつ着実に実施するためには，定期的な点検とその結果のフィードバック

を行い，施策に反映していくことが不可欠です。このため，この計画の進捗については，定期

的な確認を行います。 

なお，この計画は，５年間に取り組む施策等について盛り込んでいますが，計画期間中に対

応すべき新たな課題が生じるなど，計画の見直しが必要となった場合には，計画途中において

も見直しを行い，改訂します。 

  


